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　世界の大部分の言語には，仕事に関連
した様々な言葉が存在し，それぞれが仕
事の異なる側面を強調している．中に
は，仕事の中身の性質を示唆し，どのよ
うなスキルや知識が必要かを連想させる
ものもある．また，生産に費やされる人
的努力を指すものもあり，働く人の姿
と，作業に打ち込む感覚が伝わってく
る．経済活動に携わる大勢の人々と関連
した言葉もあり，集合的な統計と容易に
関連付けることができることもある．一
方，相互義務と安定の程度に関係した契
約関係が重要であるかのようにみえる場
合もある．一部の言語では，仕事場，少
なくとも生産工程の一つを指定する言葉
すらある．これらの言葉の多種性を踏ま
えると，仕事には様々な側面があり，単
一の言葉でその特性を表現したり，単一
の指標でそれを測定できないことを明白
に示している．
　仕事に関連した言葉は，必ずしもある言語から他の言語に簡単に翻訳できるとは限らない．選択可
能な言葉の範囲が言語ごとに異なるかもしれないからだ．言語が思考と密接に関連しているために，
仕事という言葉への言及の仕方が人によって食い違っているようにみえる時がある．この差は恐ら
く，異なる社会で異なる仕事の特性を強調しているせいだろう．それはまた，仕事についてのアジェ
ンダがそれぞれの国で異なる可能性も示唆している．
　多くの言語では，雇用に関連した言葉が，一般的な「名詞」であるだけでなく「固有名詞」であ
ることもある．歴史を通じて，例えば，ヒンズー語の「Vankar」，日本語の「服部」，スペイン語の

「Herrero」，ズールー語の「Mfundisi」のように，名字が特定の技能や職業と関係してきた．仕事に
関連した言葉が苗字に使われるのは，人々が自分の存在を職業と関連付けていたことを示している．
今では，人々は，自己を啓発し，人生をより有意義なものとするかどうかで職業を選ぼうとする．さ
らに，ほとんどすべての言語には，仕事の欠如を表現する言葉がいくつかある．これらの言葉は必ず
といってよいほど，精神的な窮状に近い否定的な意味をもち，時には不名誉な要素すらある．いかよ
うに見ても，仕事とは単なる生計の手段ではなく，仕事の種類を超えた意味を言語は伝えている．そ
れは人々の人格の一部なのである．
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　世界危機からの回復が遅れる中で，世界の失業者数は，25 才未満の若者 7,500 万人を
含め，約 2 億人に達する．さらに女性を中心とする多数の人々は，労働市場から締め出
されている．主にアジアとサブサハラ ･ アフリカで進みつつある就労年齢の人口増加に対
応しようとすると，今後 15 年間におよそ 6 億人分の新規の仕事が必要となる．
　一方，途上国で働く労働者全体の半数近くは小規模な自作農か自営業者であり，そのよ
うな仕事には通常，定期的な賃金や給与，福利厚生などはない．途上国の最貧層の人々が
抱える問題は，仕事がないことでも，また労働時間が短かすぎることでもない．その多く
は，複数の仕事をかけもち，長時間働いている．それでいて，彼らは，自分や子供たちの
将来を明るくできるだけの十分な収入を稼ぐことができず，時には，危険な労働条件の下
で，基本的な権利すら与えられずに働くことが頻繁にある．
　仕事は，経済と社会の発展のための手段となる．それは，個人の安定した暮らしに不可
欠だが，それ以外にも，貧困削減，経済全体の生産性向上，社会的結束といった，社会の
幅広い目的の数々で中心的な役割を果たす．仕事が開発に及ぼす効果には，技能の習得，
女性のエンパワメント，紛争後の社会の安定化などが挙げられる．こうした広域な目標の
達成に役立つ良い仕事は，それに従事する者だけでなく，開発に資する仕事として社会全
体にとっても貴重となる．
　「世界開発報告 2013」は，仕事という命題を，開発プロセスの出発点として，そして
対応すべき課題の中心として据え，それに対する我々の考え方を再検討している．本書
は，様々な分野を横断的かつ多面的に捉えることで，開発に資する仕事とそうでない仕事
がある理由を探求している．その結果，開発に最大限の効果をもたらす仕事とは，都市の
機能を向上し，経済を世界市場に連結し，環境を保護し，信頼感と市民との関わりを促
し，貧困を削減するものだと報告されている．ことに重要な点は，こうした仕事がフォー
マル・セクターだけに存在するのではなく，各国の状況によっては，インフォーマルな仕
事も変革的な影響力をもつことである．
　この骨組みの下で，本書は，現在の喫緊の課題に関する政策担当者の問いに取り組んで
いる．例えば，各国の開発戦略は成長と仕事のどちらを重視すべきか，状況によっては労
働者と仕事のどちらを保護すべきか，開発のプロセスにおいて仕事の創出とスキルの構築
のどちらを優先させるべきか，などが挙げられる．
　民間セクターは，途上国の仕事全体の 90％を占めており，仕事を生み出すための重要
なエンジンとなっている．一方，政府は，民間セクター主導型の強固な成長を促すための
環境整備や，開発に資する民間セクターでの良い雇用の，民間セクターによる創出を妨げ
ている障害の低減を通じて重大な役割を果たすことができる．
　本書は，こうした政府の目的を支援する際に，3 段階のアプローチを提言している．ま
ず第 1 に，マクロ経済の安定性，事業環境の整備，人的資本への投資，法による統治と
いった政策上のファンダメンタルズは，成長と仕事の創出の両方を確保する上で不可欠と
なる．第 2 に，適切に立案された労働政策は，経済成長を雇用の機会の創出へとつなげ
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ることに役立つが，仕事を生み出すためには，労働市場を越えた幅広い方策で補完する必
要がある．第 3 に，各国政府は，自国の独自な環境を踏まえた上で，どのような仕事が
最も開発のためになるのかを長期的な視野に立って見極め，民間セクターがそのような仕
事を創出するのを阻止している障害を除去するか減少すべきである．
　現下の世界経済では，仕事の環境も急速に変わりつつある．人口動態のシフト，技術の
進歩，そして尾を引く世界金融危機からの影響により，雇用をとりまく世界各国の情勢に
も変化が出ている．こうした変化に上手に適応し，仕事の創出という課題に適切に対応し
ている国では，生活水準，生産性，社会的結束のあらゆる面で大きな成果を達成すること
ができる．反対に，それを怠る国では，経済 ･ 社会開発がもたらす変革的な効果を実現で
きないことになろう．
　「世界開発報告 2013」は，開発における仕事の役割を総体的に理解する上で重要な貢
献をする．その知見は，世銀グループが今後，様々なパートナーや，仕事という課題に取
り組む途上国と協働していく際の貴重な指針となる．我々は，一丸となって協力すること
により，多数の仕事を生み出し，仕事が開発に及ぼす成果を最大限に高めることができ
る．

ジム・ヨン・キム
総裁
世界銀行グループ
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略語およびデータ注

ADB	 アジア開発銀行
ALMP	 積極的労働市場政策
ARB	 ボゴタ・リサイクル業者協会
BPO	 業務プロセス外部委託
CAFTA	 中米自由貿易協定
CASEN	 全国社会経済実態調査（チリ）
CIRAD	 農業開発国際研究協力センター
	 （フランス）
CFA	 結社の自由委員会
COSATU	 南アフリカ労働組合会議
CSR	 企業の社会的責任
ECLAC	 ラテンアメリカ・カリブ経済委員会
ECOSOC	 経済社会理事会（国連）
EMBRAPA	 ブラジル農牧研究公社
EPL	 雇用保護法制
EPZ	 輸出加工区
EU	 ヨーロッパ連合
FAO	 国際連合食糧農業機関
FAFO	 ノルウェー応用社会問題研究所
FDI	 外国直接投資
FACB	 結社の自由と団体交渉
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ix略語およびデータ注

データ注
　経済圏について国という用語を使用しているが，世界銀行がその領域の法的ないしその
他の地位について，何らかの判断をしているということを意味するものではない．途上国
という用語は低所得国と中所得国を含み，したがって，便宜上，中央計画経済からの体制
移行国を含むこともある．ドルの数字は特記がない限り，名目の米ドル表示である．ビリ
オン（10 億）はミリオン（100 万）の 1,000 倍，トリリオン（兆）はビリオンの 1,000
倍を意味する． 
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　仕事は，経済・社会の発展の基礎である．実際，開発は仕事を通じて実現する．
人々は，暮らしの向上を介して貧困や困窮からの脱出を図るべく働く．また，経済成
長は，技能のさらなる向上や，農業から企業への移動，生産性の高い仕事の創出，生
産性の低い仕事の減少につれて起こる．さらに，社会の繁栄は，仕事が様々な民族
的・社会的背景を持つ人々を互いに結び付け，好機への期待感が醸成される中で達成
される．従って，仕事は，人々の収入，行動，さらに人格すら一変する力をもつ．
　ならば，仕事は当然，政策担当者から一般国民，業界リーダーから労働組合代表，
活動家から学識者に至るあらゆる人々と地域を対象とする開発アジェンダのトップに
掲げられるべきものだ．人口動態の大幅な変化，技術革新，人々と仕事の国際間の移
動，そして仕事の性質の根本的変化が進む中で，仕事創出の機会を把握しようとする
と，政策当局者にとって次のような難しい問いが浮上する．

•	 各国の開発戦略は成長中心とすべきか，それとも仕事の方を重視すべきか？
•	 企業家精神は，特に途上国の多数の零細企業の経営者中から育成可能か，それと

も企業家精神とは持って生まれた資質なのか？
•	 仕事は社会的結束に貢献できるが，政府は仕事創出の支援に取り組む以外に，社

会的結束に対して何ができるのか？
•	 教育や訓練への投資は，就職するための必須条件か，それとも技能は職場で身に

つけられるものか？
•	 投資環境整備への取り組みは，仕事創出の可能性の高い地域，活動，企業をター

ゲットとすべきか？
•	 ある国の仕事の創出政策が他国の仕事を犠牲にするリスクはどれほどあるのか？
•	 大型のショックや大規模なリストラに直面したとき，人々だけでなく仕事も保護

することが望ましいか？
•	 生産性の低い地域や活動から，一段と大きな潜在性を秘めた地域や活動へと労働

者を加速的に再分配する方法とは何か？

　個人にとり，仕事は，収入と福利厚生をもたらすとともに，自己啓発と幸福に資す
る貴重な存在である．中には社会に幅広い影響力をもつ仕事もある．女性のための仕
事は，一家の収入の使途を変え，子供の教育や健康に使う可能性を高める．都市で
は，仕事の特化やアイデアの交換が促進されるため，他の仕事の生産性を高める．グ

仕事を中心に据える

概観
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ローバル市場に連結された仕事であれば，技術や経
営管理についての新しい知識を自国にもたらす．ま
た，不安定な情勢では，暴力に走る若者に働く機会
を与え，平和の回復に役立つ．
　こうした仕事は，生活水準，生産性，社会の結束
に一段と幅広い影響を及ぼすため，個人よりも社会
にとって，いっそう大きな価値がある．だが，負の
波及効果をもつ仕事もある．移転支出や特権で支え
られた仕事は，他者の負担となったり，人々が求め
る有益な仕事の機会をむしばむことになる．環境を
破壊する仕事はあらゆる人々に犠牲を強いる．その
ため，開発に資する仕事もあれば，個人の興味をそ
そるだけでほとんど役に立たない仕事もある．
　どの仕事が開発に最大の効果をもたらすかは環境
によりけりだ．どの国も開発レベル，人口動態，資
源，制度・機構でそれぞれ異なった状況にある．農
業主体の社会では，農業生産性を高め，農外で仕事
の機会を創出する必要性に迫られている．資源の豊
富な国では，政府の移転支出で仕事を支えるのでは
なく，グローバル市場に連結されるよう，輸出の多
角化が肝要となる．雇用のフォーマル化を進めてい
る国では，雇用を犠牲にせずにフォーマル化が可能
となる社会扶助システムを設計する必要がある．
　仕事の大多数は民間セクターが創出している．だ
が政府は，民間セクターによる仕事創出を支援する
こともできるが，妨げとなる場合もある．「開発は
仕事を通じて実現する」という考えに立つと，政府
の戦略，政策，プログラムの立案に新たな視点を見
出すことができる．戦略は，ある国の環境の枠内
で，どの仕事が開発成果を最大限に高めることがで
きるかを特定すべきものだ．また政策は，民間セク
ターでの仕事の創出を阻止している障害を除去すべ
きものである．さらに雇用創出プログラムは，たと
えば紛争の影響を受けた国では正当化できるであろ
う．しかし，これらの政策やプログラムの費用対効
果の分析を行って，仕事がもたらしうる正と負の波
及効果を配慮しなければならない．
　もっと実務的なレベルで，開発のための仕事にレ
ンズをあてると，次の 3 つの層に基づいた政策ア
プローチに到達する．

•	 ファンダメンタルズ：各国の所得が高まると，
仕事を通じて収益増大と社会的恩恵の浸透が可

能となる．そうなるように，政策環境は成長の
導火線となるようなものでなければならない．
そのためには，マクロ経済安定性，事業環境整
備，人的資本の蓄積，法による統治に注視する
必要がある．

•	 労働政策：仕事創出の促進とそれを通じた開発
成果の拡充には，成長だけでは十分に対応でき
ないため，労働政策も必要となる．労働政策は
効率を損なうことなく，労働市場の歪みに対処
することが可能であるが，その場合も，都市や
世界的バリューチェーンでの雇用を制限するよ
うな歪んだ介入を避け，弱者のボイス（発言
権）と保護を提供する必要がある．

•	 優先項目の設定：他の仕事に比べ，開発に一段
と貢献する仕事があることを踏まえると，当該
国の状況を配慮した上で，開発成果を最大化で
きる仕事のタイプを特定し，さらに民間セク
ターによるそうした雇用の創出を阻んでいる市
場の不完全性や機構の欠陥を除去するか，少な
くとも相殺する必要がある．

　開発の中心に仕事を据えることとは，労働政策・
制度を開発政策の中心にすることだと解釈すべきで
はない．途上国での就労人口のほぼ半数は農民か自
営業者であり，労働市場の外で活動している人々で
ある．また賃金雇用であっても，労働政策・制度が
雇用創出の主たる障害になる場合と，ならない場合
がある．重大な障害が労働市場以外に存在すること
は頻繁にある．仕事創出の触媒となる政策とは，都
市機能を向上し，適切な農業技術に農家がアクセス
できるようにし，企業の新規輸出開拓を可能にする
ものである．仕事は開発の基礎であり，開発政策は
仕事にとって重要となる．

仕事の必要性
　多くの人にとり，「仕事」とは，雇主から定期的
に給与を受け取る働き手を連想させる．しかし最貧
国の労働者の大部分は，こうした雇主・従業員とい
う関係の範疇にない．世界の就労人口は 30 億人を
上回っているが，その職種には大きなばらつきがあ
る．定期的に賃金・給与を受けている被雇用者は約
16 億 5000 人いる．農業や家内経営の小事業に携
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わる者，季節的・臨時の日雇い労働者は 15 億人に
及ぶ．一方，失業中だが就職先を活発に探している
人（その大多数は若者）は 2 億人に達する．また，
失業中だが就職を諦めた就労年齢の成人は 20 億人
近くおり（その大半は女性），就労意欲のある者は
計り知れない数に上る．そこで仕事とは何かを明確
にすることは有益な出発点といえよう．
　人々の生計手段を示すこの言葉は，国や文化を超
えて多種多様な意味をもつ．事務所や工場で働く人
を指す場合もある．一方，農民や，都市の自営業
者，さらに子供や高齢者を介護する者を包括した広
い意味をもつ場合もある．その区別は単に語義によ
るだけではない．こうした様々な意味をもつのは，
人々が「仕事」の異なる側面を重視しているためと
もいえる．仕事とは何か．これに関する見解は，仕
事についての政策の在り方についての見解に必然的
に影響を与える．
　統計学者にとっては，仕事とは，「雇主のため，
または自営業者として，一人の人間が遂行した，あ
るいは遂行するはずの一連の仕事と責務」である 1．
作業は被雇用者によって遂行される．これらは，市
場向けに，または自己の消費のために財やサービス
を創出する人を指す．だが，この統計学的定義は，
仕事とみなすべきでないことには言及していない．

「国連世界人権宣言」（1948 年）や「労働の基本原

則及び権利に関する国際労働機関宣言」（1998 年）
を中心とする国際基準では，基本的人権を，容認す
べきでない仕事についての境界線とみなしている
が，後者の ILO 宣言ではさらに，中核的な仕事の
基準を特定している．以上の異なる視点を合わせる
と，仕事とは，人権を侵害せずに，現金または現物
により所得を創出する活動といえる．

場所によって様々な仕事

　仕事の世界は，特に途上国においては多岐に及
ぶ．この多種多様性は，労働時間とか求人数といっ
た先進工業国で用いられる通常の尺度だけでなく，
仕事の特性も指す．その特性の中でも，主に 2 つ
の面が際立つ．一つは自営業と農業が主流を占めて
いることである 2．もう一つは，生存水準の農業や
低スキルの仕事から，技術を駆使した製造・サービ
ス業，さらには豊富な知識と高度なスキルを要する
職業に至るまで，伝統的生産と近代的生産という 2
つの形態が併存していることだ．
　途上世界における仕事のほぼ半分は労働市場の枠
外にあるが，賃金労働者，農業，自営業の割合は国
によって大きく異なる 3．サハラ以南アフリカでは，
無給の仕事は，女性の仕事の全体の 80％強を占め
るが，東欧・中央アジアでは 20％以下である（図
1 参照）．
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図1　仕事は賃金を伴うとは限らない
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出所：WDR 2013 チーム．
注：データは入手可能な最新年のもの．
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　途上国全体を通じて，インフォーマルな雇用（そ
の定義には企業の登記の欠如によるとか，社会保障
の対象外とか，雇用契約の不在といった基準があ
る）が幅広く根付いているのが特徴だ．インフォー
マルな雇用はまた，規模が限られているという理由
で労働規制の管轄外にあるが，そうした規制が意図
的に回避されているともいえる．具体的な定義がい
ずれであれ，インフォーマルであることには概して
低生産性がつきものである．しかしこれは，フォー
マル化を行えば効率が高まることを意味するのでは
ない．インフォーマルであることは，低生産性の兆
候であると同時に，低生産性の原因になっていると
いえる 4．

　ジェンダーと年齢の格差も著しい．世界的には，
女性は半数以下しか仕事を持っていないが，男性
はほぼ 5 分の 4 に達する．パキスタンでは，労働
力に加わる女性は 28％だが，男性は 82％を超え
る．一方，タンザニアとベトナムでは，この参加率
は男女共に 75％を超える．こうした参加率の著し
い格差に加え，女性の収入は依然として男性より大
幅に低く，その違いを教育や，経験，就業先のセ
クターでは十分に説明することができない．学業
や訓練に大半の時間を注ぐ 15 ～ 24 才の若者数は

増えているが，国によっては若者の失業
率は依然憂慮すべき水準にある（南アフ
リカでは 2008 年初期以来 40％を超え，
スペインでも 2012 年初期に 50％を上
回った）5．若者の失業率が低い国です
ら，それは国家平均の 2 倍以上に達し
ている．加えて，学業も訓練も受けてお
らず，失業中だが職探しも行っていない

「無活動」な若者が 6 億 2100 万人いる．
「無活動組」の割合は国によって差があ
るが，15 ～ 24 才では 10 ～ 50％に及
ぶ（図 2 参照）6．また，多数の若者は
無償で働いており，有償であっても社会
保険を受けている可能性は少ない 7．

変わりつつある仕事の世界

　こうした複雑な状況に輪をかけている
のが人口動態の大幅な変化だ．就労年
齢人口の就業率を一定に保つためには，
2005 ～ 2020 年の間に，主にアジアと

サブサハラ・アフリカでおよそ 6 億人分の新規の
仕事が創出される必要がある．労働力が大幅に増
加している国もあれば（中国では 1990 年代半ば以
来，毎年 800 万人が，またインドでは 700 万人が
労働市場に新たに加わっている），人口の減少に直
面している国もある．例えば，ウクライナの労働人
口は年間推定約 16 万人の割合で減少している 8．
　急速な都市化により，仕事の構造にも変化が出
ている．途上国では，2020 年までに人口の過半数
が都市や町で暮らすことになる見通しだ 9．その結
果，非農業労働者の増加率が農業従事者の増加率を
大幅に上回ることになろう．工業化を成し遂げた国
では数十年もかかったこの構造の変化は，今や途上
国では一世代のうちに起こっており，そこで暮らす
人々の生活を一変させている．またこの変化を通じ
て効率を著しく改善することができる．途上国の中
には，工業が進んだ国との生産性の差を急速に縮小
した国もある．しかし，追い上げができなかった国
もあり 10，全般的に見ると，途上国と先進国の間
の格差は依然として大きい．
　グローバリゼーションにより，仕事の性質も変わ
りつつある．先進国では，一次産業や伝統的製造業
から，サービス業や知識集約的な活動へと中味がシ

図2　若年層では，失業が常に問題というわけではない
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出所：WDR 2013 チーム．

0 10 20 30 40 50 60

非求職者 求職者

男性
女性



7概観

フトしつつある 11．同時に，技術の進歩と途上国
へのアウトソーシングにより，中程度のスキルを要
する仕事が減少している 12．また製造工程を分割
して，異なる拠点での生産が可能になった 13．多
国籍企業では，世界各国の熟練度の異なる労働者層
を利用できるよう統括的バリューチェーンを構築し
てきた 14．アウトソーシングは製造業だけでなく
サービス業でも起きている．1990 ～ 2008 年の間
に，世界のサービス輸出で，途上国が占める割合は
21％へと倍増した 15．
　労働者と企業の関係も，技術によって変わりつつ
ある．グローバル市場を含め，これまでより遥かに
広域な労働市場にアクセスできるからだ．新市場の
中にはインターネットを通じて営業する場合や，携
帯電話の技術を活用する場合もある 16．パートタ
イム職と臨時雇用は今や，工業国と途上国の両方で
大きな特徴となっている．南アフリカでは，臨時雇
用斡旋機関を通じて仕事を見つけて働く者は労働人
口の約 7％を占め，臨時雇用斡旋業を通じて 1 日平
均 41 万人が就職している．インドでは，斡旋機関
を通じて就職した臨時雇用数は 2009 年には 10％
以上，2010 年には 18％増加した 17．
　このグローバルな生産への地域的変化により，技
能保有者と，有能な人材の世界的分布がシフトして
いる．中国とインドは，技能の高い人材が極めて多
いと評されており，魅力的なアウトソーシング先と

して上位を占めている 18．インドでは，米国にほ
ぼ匹敵する，2000 万人近くが高等教育を受けてい
る．さらに中国では，中等教育以上の生徒数は両国
を上回る 3000 万人に達する 19．米国は依然，国
際的な学習到達度に関する調査（PISA）でトップ
スコアを出す生徒の割合が高い．だが，韓国はドイ
ツと並び，そのすぐ後にロシア連邦が続いている．
優秀な生徒数は，上海だけでも，ドイツの 5 分の
1，アルゼンチンの約 2 倍にも上る 20．

民間セクターの役割

　こうした急速な変化の時代においては，民間セ
クターが仕事創出の原動力であり，世界中で 10 人
につき，ほぼ 9 人の仕事を生み出している．ブラ
ジルでは，1995 ～ 2005 年にかけ，民間セクター
が仕事の 90％を創出し，フィリピンとトルコでは
95％に達する 21．中国は，民間セクターの成長を
通じて雇用拡大を実現した最も顕著な例だ．1981
年には，同国の国営企業（SOEs）における雇用者
数は 8000 万人だったのに対し，民間セクターでの
雇用者数は 230 万人だった 22．その 20 年後，民
間セクターでの雇用者数は 7470 万人へと増大し，
初めて国営企業の雇用者数 7460 万人を上回った

（図 3 参照）．
　世界的な傾向とは対照的に，中東・北アフリカの
一部の国では，政府が主たる雇主となってきた．こ

図3　雇用拡大が民間セクター主導で進められてきた中国
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のパターンは，独立後の政治経済と関係があるが，
多額の原油収入にも起因する 23．公共セクターは
長期にわたり若い大卒者を雇用してきた．しかし，
公共セクターで雇用拡大を続けられるほどの財政的
余裕がなくなると，公共セクターの職で「待ち行
列」が一般化し，袖の下の就職，学歴軽視，一種の
社会排斥につながった 24．そのため，かなり高度
な教育を受けた若者が完全失業者もしくは不完全雇
用者として残り，労働生産性は停滞した 25．
全般的に，各国は仕事の創出に成功してきた．現
在，仕事の量はかつてない高水準にあり，被雇用者
の所得も一般に向上している．事実，急速な社会
的・経済的変化の中で，途上国における貧困は低下
してきた．途上国世界で 1 日 1.25 ドル未満（購買
力平価を基準）で暮らす人々の割合は，1981 年に
52％（19.4 億人）だったのが，2008 年には 22％

（12.9 億人）に低下した 26．この減少は様々な要
因に由来するが，主にアジアを中心とする途上国
で，より生産的な新規の仕事が多数創出されたこと
が主たる原動力となってきた 27．
　しかしながら，仕事は景気後退の影響を受けやす
く，公共セクターに比べ民間セクターはことに脆弱
である．短期的危機により，長年にわたる進歩が帳
消しになることもある．一国で発生した危機も今で
は，グローバリゼーションを通じて，地域全体，さ
らに全世界に波及する．昨今の金融危機では，1 年
間で新たに 2200 万人の失業者を出した．雇用全体

の伸びは，2008 年以前は年間 1.8％前後だったが，
2009 年には 0.5％以下に落ち込み，2011 年になっ
ても危機前の水準には回復していない 28．経済危
機の影響の防止・緩和に向けた政策対応は，雇用に
重要となりうる様々な施策を組み合わせたものと
なっている 29．
　人口動態の変化，都市化，グローバリゼーショ
ン，技術の変化，そしてマクロ経済危機が重なっ
て，仕事不足の問題への取り組みは極めて困難に
なっている．これに対する取り組みを怠っている国
では，労働所得が伸び悩み，仕事に関連した不満が
多数の労働者の間で鬱積する悪循環に陥る可能性が
ある 30．また，若年層の間で失業者や「無活動組」
が急増し，女性の雇用機会がさらに減少するかもし
れず，経済的・社会的に改善可能なことが手つかず
に終わる可能性がある 31．生活水準は小刻みな改
善を繰り返すだけで，生産性の伸びも衰え，社会的
結束が崩れる状況が定着しかねない．逆に，こうし
た仕事の問題に積極的に取り組む国では好循環を作
り出せる．その結果，社会の繁栄，中流層（ミドル
クラス）の拡大，生産性向上，女性や若年層の雇用
機会が拡大され，改善が改善を呼ぶ「好循環」が可
能となる．

仕事を通じて実現する開発
　仕事は，収入や福利厚生を超えた恩恵をもたら
す．それはまた，アウトプットを作り出し，人格
や，社会での対人関係をも育成する．そうした結果
を通して，生活水準の向上，生産性改善，社会的結
束の促進が可能になるのである（図 4 参照）．

生活の糧となる仕事

　仕事は，生活水準を決定する最も重要な要因であ
る．大半の人々にとって，特に最貧国では，仕事が
主な収入源となる．多くの家庭では，家族の一員が
失業するか就職するかにより，貧困に転落するか，
脱出するかが決まる．農業と自営業を含め，収入の
ある仕事の機会こそが，家族にとっての消費増大と
生活安定化の手段となる．農業における収量向上，
若干の農外活動へのアクセス，家族の一員の都市移
住，賃金雇用への転職は，どれも繁栄の道につなが
る 32．収入が増すと，個人にとっての選択肢も増

発展

仕事

生活
水準

生産性 社会的
結束

出処：世界開発報告 2013 担当チーム．

図4　仕事は変革的影響を持つ
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大する．家族の一員が就労を辞めたり短縮すること
で，教育により多くの時間を投じたり，定年後の生
活を楽しんだり，家族のためにより多くの時間を費
やすことができるようになる．
　経済の発展につれ，労働者の収入が増し，仕事に
付随する福利厚生も改善される．この関係は自動的
ではないが，経済成長が仕事に良い影響を与えるこ
とは明らかである（図 5 参照）．確かに，経済がさ
らに発展すると，労働者の平均的技能も向上する．
ということは，各国の統計データは，同じ質の労働
者の状況を反映していないため，厳密には対比でき
ないことになる．しかし，経済成長により，たとえ
技能が変わらなかったとしても労働者の生活水準は
高まるのである．
　カナダ，エクアドル，ドイツ，南アフリカといっ
た異質の国々で 20 年以上続けられた，貧困の動態
的変化に関する研究では，労働関連の出来事が貧困
からの脱出のきっかけにとなることが分かった 33．
こうした出来事には，世帯主の転職から，家族の一
員の就職，就労メンバーの所得増大などが含まれ
る．反対に，仕事の機会に恵まれなければ，家計の
生活水準を維持向上することは困難になる 34．低
所得国で実施された大規模な調査では，人々が貧困
から脱出できた主な理由として就職とビジネス開業
の 2 つが挙げられている 35．
　定量的分析でも，貧困削減に寄与する最大の要因
は労働所得の変化だということが確認されている

（図 6 参照）．ラテンアメリカの 18 カ国中 10 カ国
では，貧困削減率の 2 分の 1 以上，他の 5 カ国で
は 3 分の 1 以上が，労働所得の変化に由来する．
バングラデシュ，ペルー，タイでは，教育や，職務
の経験，居住地域を変えることも重要だが，そこか
ら得られる見返り（労働収入も含む）が最も重要
だった．途上国の国民の大部分が働いていることを
踏まえると，単に職があるだけでは不十分である．
貧困脱出に役立つのは，あくまで仕事から得られる
収入の増大なのだ 36．
　仕事は，所得にとって根本的に重要でありかつそ
れは即座に所得に影響するが，それ以外にも，精神
的・身体的な健康といった他の側面でも影響を及ぼ
す．無職であることは，生活の満足感を奪う．これ
は特に，賃金雇用が一般化し，雇用機会に恵まれな
いことが，不完全雇用ではなく完全失業を意味する
国ではなおさら深刻だ．雇用されていても，仕事の
物質的あるいは非物質的特性，あるいは主観的特
性などのすべてが本人の満足感に影響を及ぼす 37．
また，職場の安全性，仕事の安定度，学習・昇進の
機会，健康保険や社会保障手当といった他の特性も
労働者にとって大切だ．しかし途上国では，このよ
うな特典を伴う仕事は比較的少ない．

仕事の特質

　経済成長は，おのおのの仕事の生産性向上のみな
らず，生産性の高い仕事の拡大と，生産性の低い仕

図5　経済発展につれ，仕事は収入と福利厚生を増大させる
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事の消滅に伴って起きる．こうした成長は，終局的
には，新商品や，新たな生産方法や輸送の方法，新
しい市場の開拓によって達成されるが，その過程で
絶え間ないリストラや，労働を含めた資源の再配分
が起こる 38．仕事の純増数だけに着目するだけで
は，仕事の総創出と総破壊という遥かに重要なプ
ロセスを見逃してしまう．途上国では，年間平均 7
～ 20％の仕事が製造業で創出されるが，同様の割
合で消滅も起こっている（図 7 参照）39．
　経済成長は，生産性の高い仕事の創出と生産性の
低い仕事の消滅に伴って起きるため，生産性向上と
仕事の創出の関係は直線的ではない．中期的には，
仕事の量の動向は，労働力人口の動向と密着して推
移する．従って真に仕事なき成長というのは極めて
稀である．しかし短期的には，イノベーションによ
り仕事が増大する場合と減少する場合がありえる 40．
生産性向上は企業のダウンサイジングによって実現
するという一般的見方があるが，生産性と雇用の
両方を拡大できる企業もある 41．チリ，エチオピ
ア，ルーマニアでは，うまくいった「企業規模拡
大」は，生産高と雇用の増加に大きく貢献し，それ

は時にはその数はうまくいった「企業規模縮小」を
上回るものがあった 42．さらに，経済移行国と中
国では，1990 年代後半と 2000 年代初期に，民間
セクターの活発な活動と公的セクターのリストラが
相まって，生産高と雇用の急増につながった 43．
　雇用規模拡大に成功した企業は，設立後の年数
が浅く，無駄が無く，創造性が豊かである傾向が
ある 44．しかし，全般には，大企業のほうが，創
造性と生産性の両方に優れている．これらの企業
は，より多くの資金を設備投資に注ぐ．大企業は
また，小企業に比べ，新商品の開発や，新技術の
導入，工場の開設や閉鎖，アウトソーシング，外
国企業との合弁会社設立を行う可能性が遥かに高
い 45．さらに，同じ労働を使っても生産量が多く，
輸出の量も多い．また，零細・小企業に比べ，遥
かに高額の賃金を支払う（図 8 参照）．だが，途上
国では，多くの人が，零細で，必ずしもダイナミッ
クな経済単位とはいえない職場で働いている．
　農業で圧倒的に多いのは「家族農業」と呼ばれる
農家である．サハラ以南アフリカ，それにとりわけ
アジアでは，農家の平均耕作面積はそれぞれ 1.8 ヘ

図6　仕事は極貧者の減少をもたらす主要因となる
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クタールと 1.2 ヘクタールに過ぎ
ない 46．「緑の革命」は作物の収
量向上だけでなく，技術的に労働
集約的であることから，労働投入
の増大をもたらした．だが，その
進展状況は地域によってむらがあ
り，サハラ以南アフリカでは大規
模な進展は起こっていない．より
機械化された農家では，生産性は
向上しているが，土地市場の制約
により，一般に機械化のペースが
遅れている．さらに，機械化のな
い場合には，1 ヘクタール当たり
収量は小規模農家の方が高い傾向
にある．
　農業以外では，零細企業と自営
業がおびただしい数に上る（図 9
参照）．上位中所得国においてす
ら，こうした小規模企業は雇用創
出に大きな役割を果たしており，
エチオピアの製造業セクターでは
雇用の 97％だが，チリでも 39％
を占めている．サービス・セク
ターではその役割がもっと重要な
ケースも多い．民間セクターが誕
生してわずか 20 年の東欧諸国で
すら，零細企業は，製造業の雇用
の 10 ～ 20％，サービス業の雇
用の 30 ～ 50％を生み出してい
る．大多数の企業の全要素生産性
は極端に広く分散している．イン
ドでは，狭義に定義されたセク
ター内ですら，この分布の下位
10 パーセントに属する製造業の
工場は，上位 10 パーセントに属
する工場の 22 分の 1 以下の量の
生産物しか生産していない．この
パターンはラテンアメリカの多数
の国にも共通している．これに対
し，米国ではこの比率は 9 分の 1
である 47．
　零細企業は，グループの平均的
パフォーマンスは低いが，企業

図7　仕事の創出と破壊はどの国でも同時に起きている
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出処：世界開発報告 2013 担当チーム推計（Bartelsman, Haltiwanger, and Scarpetta 2009b，および 
Shiferaw and Bedi 2010 に基づく）．
注：数字は，年間の雇用フローを示す．データは以下の国を対象：アルゼンチン（1996-2001 年），
ブラジル（1997-2000 年），カナダ（1984-97 年），チリ（1980-98 年），コロンビア（1983-97 年），
エストニア（1996-2000 年），エチオピア（1997–2007 年），フィンランド（1989-97 年），フラン
ス（1989-97 年），ドイツ（1977-99 年），ハンガリー（1993-2000 年），インドネシア（1991-94
年），イタリア（1987-94 年），ラトビア（1983-98 年），メキシコ（1986-2000 年），オランダ（1993-
95 年），ポルトガル（1983-98 年），ルーマニア（1993-2000 年），スロベニア（1991-2000 年），台
湾（1986-1991 年），英国（1982-98 年），米国（1989-91，1994-96 年）およびベネズエラ（1996-98
年）．
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の内容は多岐にわたっている．零細企業や自営業
は，貧困層の生存のための手段であり，農外活動へ
多様化する一つの手段となっている．そこでの経営
者の収入は平均して多くない 48．しかし，中所得
国における零細・小企業の経営者の多くは，先進国
の同様の経営者と同じように，企業家精神が旺盛で
ある．にもかかわらず中所得国の零細・小企業のパ
フォーマンスが低いのは，例えば，信用へのアクセ
スが限られているといった劣悪な投資環境に起因し
ているようだ 49．それでも「ガゼル企業」と呼ば
れる小数の零細企業は，積極的に投資を行って高い
リターンを実現している 50．
　大企業は生産性が高いが，初めから大企業だった
わけではない．先進国でも，ホンダ自動車やマイク
ロソフト社のような一部の著名な企業は，個人の家
の車庫から創業が始まった．途上国でも，成功を収
めた多数の企業は，家族経営の企業から発展した．
タイのチャロエン・ポクファンド・グループは，
1921 年に 2 人の兄弟がバンコックで小さな種子販
売店を設立して始まったが，いまやアグリビジネス
における有数の多国籍複合企業へと発展した．営業

拠点は世界 15 カ国，100 社に近い企業を傘下
に置いている．また，インドのタタ・グループ
は，19 世紀後半にムンバイを拠点とする同族
貿易会社からスタートし，現在，114 の企業
と子会社からなる多国籍複合企業へと変身し
た．その業務は複数の大陸で 8 つのビジネス・
セクターを網羅している．さらに，温州市の履
物製造業のような，中国で成功を収めた産業集
積の多くも，小さな家族企業が互いに協力しな
がら発展したものだ 51．
　不幸にして，途上国の多くでは，古い大企業
が停滞気味で，新しい小企業が不安定である傾
向が強い．活発でダイナミックなプロセスは通
常見られない．ガーナでは，多くの企業は初め
から大型で，15 年にわたりほとんど成長して
いない．対照的に，ポルトガルでは，多数の企
業が零細企業から出発し，その後大きく成長
した 52．インドでは，大部分の企業が小企業
として発足し，そのまま小型である場合が多
く，企業の存続期間中，従業員の変化もほとん
ど見られない．ここで興味深いのは，創立 35
年を迎えた企業の設立当初と現在の規模の比較

だ．インドでは，現在の規模が設立当初の規模より
4 分の 1 縮小した．メキシコでは規模が倍増した．
米国では，10 倍の規模に飛躍した 53．企業家精神
に満ちた活発な活動や，低生産性の経済部門から高
生産性の部門への労働力の大幅な再配分から生じる
潜在的利得は計り知れない 54．だが，そうした利
得を実現するための支援は途方もなく困難な作業
だ．

人格を表す仕事

　仕事があるか否かを問わず，人々は，仕事を基準
に，自分に対する見方や，他人との関係を形成する
ことがある．一部の仕事はエンパワメントを助ける
ことになるが，極端な場合には仕事の機会がないた
めに暴力や社会不安を助長することもある．若者
が，仕事を通じて得られるはずの帰属意識やアイデ
ンティティを暴力団に求めることもある．例えば，
エクアドルでは，暴力団に加わった理由として「自
分の家族が与えてくれなかった支援や，信頼，結束

（すなわち社会的資本）を求めていたことと，地元
には他に機会が何もない」という点を挙げた 55．

図8　大企業ほど賃金が高い
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出処：Montenegro and Patrinos 2012（世界開発報告 2013 向けのレポート）．
注：上記の数値は，1991 ～ 2010 年にかけて 33 カ国で実施された労働調査（138
世帯対象）を利用．横軸は，労働者特性の差をコントロールして，小企業（従業
員 10 ～ 50 名）と大企業（従業員 50 名以上）が零細企業に比べ，どれほど多く
の賃金を支払っているかを推定したもの（すなわち推定賃金プレミアム）．



13概観

　職場は，新たなアイデアを見つけたり，異性や異
なる民族的背景を持つ人と交流する場となりうる．
1990 年代後半に実施されたインタビューでボスニ
ア人たちは，「職場は，異民族間の協力を最も支援
してくれる場だ」とコメントした 56．また，トリ
ニダード・トバゴの実業家は，様々な民族的背景を
持つ人と接する機会は，社交的な場より職場の方が
多いと述べた 57．しかし，人脈により他者が排除
されることもある．モロッコでは，父親がフォーマ
ル・セクターでの職に就いていなかった人は，自分
自身がそうした仕事に就く可能性が非常に低い 58．
ある社会における仕事の分布と，誰がいかなる理由
で雇用機会にアクセスできるのかについての観念
は，将来に対する期待と公正感に影響を与える．子
供たちの希望は，両親の仕事の有無や種類に影響さ
れる可能性がある．「アラブの春」は単に雇用が問

題なのではなかった．それは，仕事の機会の少なさ
に対する失望と，実力ではなく人脈に基づいた仕事
の配分への苛立ちが，特に域内の若年層の間で広
がったためであった．
　仕事は，自己に対する見方，他者とのやりとり，
さらに社会における自分の権利の受け止め方に影響
を及ぼす 59．仕事はまた，社会的な帰結を左右す
ることもある．それは，社会決定や様々なグループ
間の緊張に対する社会の対応とか，紛争の回避や解
決の仕方に影響を与える．しかしこの関係は，直接
的ではなく，また即座に生じるわけでもない．仕事
は，平和的に集団の意志決定ができる社会の能力に
貢献する一要素に過ぎない．一方，社会的結束は，
企業家のビジネス決定環境を左右することから，仕
事に影響を与える．
　自己の民族グループ以外の者に対する信頼感と

図9　零細企業での雇用比率が高い途上国
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出処：世界開発報告 2013 担当チーム推計および EUROSTAT．
注：零細企業とは，正規，非正規を問わず，従業員 10 名未満の企業を指す．途上国のデータは以下の国を対象：アルゼンチン（2006-10)，ボリビア

（2005，2007)，チリ (2006，2009)，コロンビア (2009)，チェコ (2005-07)，エジプト (2006)，エチオピア (1999)，ガーナ (1991)，ハンガリー (2007-08)，
インド (2004，2009)，メキシコ (2004-10)，ポーランド (2005-07)，ルーマニア (2005-07)，スロベニア (2005-07)，南アフリカ (2005-07)，トルコ (2006-
10)，ウルグアイ (2009)，ベネズエラ (2004-06)，ベトナム (2009)．先進国のデータは以下の国を対象：オーストリア，ベルギー，デンマーク，フィン
ランド，フランス，ドイツ，ギリシャ，イタリア， ルクセンブルグ，オランダ，ノルウェー，ポルトガル，スペイン，スウェーデン，英国（いずれも
2005-07）．
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市民活動への積極性は，社会的結束を表す 2 つの
指標である．失業すると，信頼感と市民活動の両
方が低下する（図 10 参照）．その因果関係を確立
するのは難しいが，ここでは単なる相関関係が重
要なのではない．インドネシアでは，2000 年には
就労していたが 2007 年に失業したという人々の，
コミュニティ活動への参加率は仕事を続けている
者に比べて低めだった．反面，2000 年に失業中
だったが 2007 年に就職した人々は，引き続き失
業している者より市民活動に参加する可能性が遥
かに高かった 60．
仕事の性質も重要となる．エンパワメント，支援作
り，権利尊重が重視される仕事は，信頼感を高め，
市民社会への積極的な参加を促す．経済的・社会的
な結びつきを作る仕事は，国境を越えて仕事をし，
紛争を解決しようとする意欲を生み出す可能性があ
る．さらに，現在あるいは将来のいずれかに仕事の
機会が到来するという確信が高まれば，人々は他者
を信頼し，機構や制度にも信認を寄せる可能性が高
まる．究極的には，仕事は，社会的アイデンティ
ティやネットワーク，公正感に与える効果を通じ
て，社会的結束に影響を及ぼす．

仕事の評価
　全ての形態の仕事が容認されるわけではない．労

働者を搾取する活動，危険な環境にさらす活動，あ
るいは精神的・身体的健康を脅かす活動は，個人と
社会の両方にとってためにならない．児童買春や強
制労働は，人間の尊厳に関する原則に背き，個人と
集団の健全性を阻害する．今日，隷属的労働，奴
隷，強制的売春といった非自発的労働の犠牲者は世
界で 2100 万人に上ると推定される 61．2008 年に
は，有害な仕事に携わる 5 ～ 17 才の子供の数は 1
億 1500 万人に達した 62．人権や労働基準に関す
る国際規約では，強制労働や，有害な児童労働，差
別，労働者の発言権抑止は禁じられている．
　人権を守るという以外に，仕事の明らかな利点
は，仕事をもつ者に収入をもたらすことだ．こうし
た収入は，現金や現物であったりするほか，様々な
福利厚生を伴うこともある．その他に仕事の安定
性，ボイス（発言権），満足度といった特性も仕事
をもつ者の主観的な満足度に影響を及ぼす．仕事の
こうした側面をいくつか盛り込んだ「ディーセン
ト・ワーク（人間らしい仕事）」と呼ばれる概念は，
1999 年に国際労働機関（ILO）によって導入され
た 63．「自由で平等，かつ安全で人間の尊厳を重ん
じる環境において男女共に人間らしい生産的な仕事
を追求するための機会」と定義されるこの概念は，
多数の政府が仕事に関する政策アジェンダを明確化
する際に利用されてきた．この概念は，国連やいく
つかの国際機関からの信認と多数の国際フォーラム

図10　失業中あるいはやる気になる仕事を持たない人は，社会参加が少ない
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出処：Wietzke and McLeod 2012（世界開発報告 2013 向けのレポート）．
注：縦軸は，9 種の団体の 1 つ以上のメンバーである回答者の所得，教育，人口動態上の特性をコントロールして，これら回答者が団体活動に活発に
参加する確率を示したもの．a 図は，失業とリンクした場合の確率を，b 図は，知的，創造的，あるいは独立性の高い雇用とリンクした場合の確率を
示す．縦の線の長さは推定確率の 95％信頼区間を示す．
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の支持を受けている．
　仕事は，収入やアウトプットを生み出し，アイデ
ンティティに影響を及ぼす中で，仕事をもつ者の福
利のみならず，他者の福利にも影響を与える．仕事
が開発にどれだけ貢献するかを正しく理解するに
は，これらの影響，すなわち仕事の波及効果を評価
する必要がある．プラスの波及効果をもたらす仕事
では，本人にとっての個人的価値以上に社会にとっ
ての価値が大きいが，マイナスの波及効果の場合は
全く逆のことが言える．こうした幅広い効果に関し
ては，多くの人が直感的に認識している．中国，コ
ロンビア，エジプト，シエラレオネでは，最も好ま
しい職業は何かという質問と，社会にとって最も重
要な職業は何かという質問に対し，回答者はそれぞ

れ異なる回答をした（図 11 参照）．個人的には総
じて，公務員か店主が望ましいと答えたが，社会に
とって最も重要な職業は，教員と医師だと答えた
ケースが極めて多かった．
　誰が職に就くかは，単なる個人の利害を超えた重
要性をもつ．貧困削減に対する関心の高い社会で
は，困窮からの脱出に貢献する職業は，そうした仕
事に従事する以外の人々の精神的安堵感を改善する
ため，プラスの波及効果を有する．女性の仕事も個
人を超えた重要性をもつ．一家の中で女性の収入が
占める割合が増すと，子供の健康と教育の達成度が
向上する傾向がある．多数の女性がアパレル産業で
働くバングラデシュでは，村落から通勤可能な距離
にアパレル工場が開設されると，雇用機会が増えた

図11　自己が望む仕事と最も重要とみなされる仕事は同じではない
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と受け取られ，女子の就学率向上につながった 64．

インド南部の村落の低カーストの間では，女性の年
間所得を 90 ドル増やすことで，子供の就学年数を
1.6 年延長できたと推定されている 65．
　同様に，外国の企業の直接投資（FDI）によって
創出または確保された雇用は，他の雇用，つまり他
の人々にとっても重要となる．この投資には知識や
ノウハウが伴う．それにより，外資系子会社だけで
なく，この会社と取引を行ったり，その周辺で事業
を展開する現地企業の生産性も向上する．低中所
得国では，こうした知識の波及効果がかなり大き
い 66．反対に，（納税者や消費者からの）移転支出
で支えられている保護された産業での雇用は負の波
及効果をもたらす．特に，環境に大きな負担を強い
る，時代遅れの技術を利用している産業を保護する
場合はなおさらである．
　仕事はまた，社会的価値観や規範を形成し，異
なるグループ同士の共存や緊張への対応の仕方に
影響を及ぼすことで，他人に影響を与えることが
できる．ボスニア・ヘルツェゴビナと旧ユーゴス
ラビア共和国領マケドニアでの調査によると，異
なる民族的背景をもつ人々と職場を共にしたり，
取引を行うことに異存はないと答えた人の方が，
学校や地域社会での異民族間の協力を支持すると
答えた人より多いことが分かった 67．さらにドミニ
カ共和国では，リスクにさらされている若者を対
象にした雇用プログラムから，雇用が若者の行動

を変え，社会にプラスの影響を与えることが示さ
れた．職業訓練や社会的技能を教える「Programa 
Juventud y Empleo（若者雇用プログラム）」へ
の参加者は，暴力団との関わりや暴力行為，その
他の危険な行動を減らした 68．
　収入や福利厚生は同レベルでも，仕事がもたらす
プラスの波及効果が高いほど，仕事の社会的変革効
果も増し，社会にとっての価値が高まる．一般に，
良い仕事とは，仕事に従事する者の満足度に寄与す
る．しかし，開発に資する良い仕事とは，社会に
とって最大の価値をもたらすものである．仕事から
得られるこれらの幅広い成果を理解することが，近
年の開発に対する考え方に影響を与えてきた 69．
　仕事の波及効果は，3 つの変革のすべてで見出す
ことができる（図 12 参照）．中には，他者の収入
を直接左右するような仕事もある．政府からの移転
支出や厳格な規制で守られている仕事が他者の仕事
機会を減少させる場合などである．その他の波及効
果は人々の「やりとり」を通じて生じる．例えば，
ジェンダーの平等の場合は家庭内で，知識やアイデ
アの共有は職場で，またネットワークの場合はより
広い社会で波及効果が起こる．さらに，仕事とその
配分は，貧困削減，環境保護，公正さといった共通
の社会的目標達成に貢献するが，その際にも波及効
果が発生する．
　仕事は，それに従事する者のみならず他者の満足
感にも影響を与えるため，2 つの仕事が，個人的視

図12　一部の仕事は開発にとってより有益である
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出処：世界開発報告 2013 担当チーム．
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点に立つと全く同一に見えても，社会的観点からは
異なる場合がある（図 13 参照）．両者の視点は一
致していることも多いため，個人的視点に立つこと
が議論の有益な出発点となる．インド・バンガロー
ルの情報技術セクターで高給を支払う企業は恐ら
く，そこで働く人々のためになるだけでなく，イン
ドの長期的成長にも寄与することから，国のために
もなる．一方，両者の視点が一致しない場合もあ
る．例えば，ベトナムでは，土地を農民に再分配
し，農業自由化が行われた 1990 年代に，貧困率が
前例のないスピードで低下した 70．個人的視点に
立つと，農業は，困難な状況で働き，収入も非常に
不安定で，正規の社会保護も受けられない仕事だ．
しかしそれは，多数の人々にとっては貧困脱出の切
札となり，開発に大きく貢献した．反対に，巨大化
した政府の公益事業は，そこで働く公務員に様々な
特典を与えることが多いが，事業自体は，範囲が限
られていたり，サービスが頻繁に中断されるなど，
経済成長と貧困削減の障害となっている．このよう
な仕事は，個人にとっては魅力的でも，社会にとっ
ては魅力が薄い．

多岐に及ぶが互いに関連する仕事のアジェンダ
　仕事の問題はどこでも同じというわけではない．

仕事の拡大は万国共通の目標かもしれないが，開発
に最も貢献できる仕事の種類は各国の状況によって
異なる．経済を世界と結びつける仕事が最も重要で
ある状況もあれば，貧困削減や紛争解消につながる
仕事が最も有益な場合もある．もちろん，開発のレ
ベルも重要となる．農業主体の経済と，急速な都市
化が進む経済とでは，仕事のアジェンダは同じでは
ない．さらに，フォーマルな経済部内の拡大にすで
に取り組んでいる国々の間でも，雇用のアジェンダ
は異なる．
　だが，開発に資する良い仕事の特性とは，1 人当
たり所得の水準によって単純に決まるものではな
い．それは，進行中あるいは依然として尾を引く紛
争による影響を受けるかもしれない．当該国の立地
や自然資源も決定的要素となりえる．小さな島嶼国
にも資源の豊富な国にも，それなりの仕事の問題が
ある．人口動態も決定的な要因となりえるが，若年
失業率の高い国と高齢化の進む国とでは，問題は共
に甚大であっても，その性質は非常に異なることは
明らかである．

仕事の問題の種類

　各国の開発レベル，制度の頑健性，資源賦存度，
人口動態により，仕事から得られる開発成果が最大
の領域とはどこかが決まる．従って，各国の仕事ア

図13　個人的価値と社会的価値が一致しない仕事がある
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出処：世界開発報告 2013 担当チーム．
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ジェンダは当該国の支配的な特徴によってそれぞれ
違ってくる．以下では，開発の歩みの中で各国が直
面する問題を，農業国，都市化の進む国，フォーマ
ル化の進む国という 3 つの例で説明しよう．

•	 農業国：国民の大半は依然として農村地域に住
み農業に従事している．貧困の割合が高いた
め，生活水準を向上させる仕事が大きな開発成
果をもたらす．集積のメリットと世界経済への
統合の恩恵を得るには，都市の機能を向上させ
る必要がある．そのため，いずれはダイナミッ
クな経済都市とするための基盤を築くような仕
事が開発のためになる．ただし，最も楽観的な
シナリオの下でも，都市化のメリットを十分に
享受するには数十年かかる可能性があり，農業
の生産性向上を優先させる必要がある．

•	 都市化の進む国：多数の人々が都市で働いても
困ることがないほど農業の生産性が向上してい
る．一般に軽工業などで女性の雇用機会を創出
することにより，家庭内の労働資源の振り分け
にプラスの影響をあたえることができる．都市
化を進める国では，特に付加価値の高い輸出セ
クターの発展を基軸に，世界経済との関係を深
化できるような仕事も開発のためになる．ただ
し各国で都市化が進むにつれ，人口過密化に伴
う混雑や公害などがしだいに深刻化する．その
ため，環境に優しい仕事は特に開発にプラスの
影響を与える．

•	 フォーマル化の進む国：都市人口の増加が進む
と，一般に，その国の経済はさらに発達する．
そうした国では，大部分の企業や労働者が，本
来の法制度や社会福祉プログラムの対象とな
る．しかし，典型的な先進工業国の水準にまで
一層のフォーマル化を進めようとすると，生活
水準，生産性，社会的結束の間でのトレードオ
フを引き起こすことになる．従って，労働をコ
スト高になり過ぎずにフォーマル化させること
ができる仕事や，正規の制度の恩恵を受けるこ
とのできる企業・労働者と，受けられない企
業・労働者の間の壁を低減できるような仕事は
価値が高い．

　国によっては，人口動態や，特定層に影響を与え

ている特殊な環境によって仕事の問題の性質が決
まってくることもある．

•	 若年層の失業率の高い国においては，若者はな
かなか将来の雇用機会を見通せない．こうした
国の多くでは，若年層の人口が急増して団塊の
世代を形成しており，雇用と生計確保に多大な
困難をきたす可能性がある．また，多数の国で
は，教育・訓練制度があるものの，民間セク
ターが求めるような技能を育成していない．よ
り綿密に検証すると，問題は，供給側より需要
側にある場合が多い．競争が限られているた
め，とりわけ高い技能を要求するセクターで雇
用機会が少ないのである．こうした状況では，
企業参入や雇用アクセスにおける特権を除去す
ることで，大きな開発成果を上げることができ
そうである．

•	 高齢化社会では，世代間の問題に直面している
が，それは，就労人口の縮小と，高齢者の増加
に伴う世話と介護にかかる高コストに起因す
る．就労人口の縮小による影響は，高技能を持
つ高齢者を含め，社会で最も生産的な層の就労
を可能にする「活力ある高齢化政策」を通じて
緩和することができる．年金，ヘルスケア，長
期介護のコスト増大の抑止も，プログラムの構
造を改革することで達成できるが，そうした改
革は社会的緊張を生み出す原因となりえる．

　立地条件を含めた自然資源，機構や制度も，独自
な仕事の問題を生む．

•	 資源の豊富な国は，多額の外貨収入があるが，
この富を活用して自然資源採取以外の産業での
仕事の創出につなげることができない可能性が
ある．事実，多額の外貨準備があるがために，
他の輸出活動の競争力が阻害されかねない．中
には，こうした富の一部を，移転支出または公
共セクターの仕事の補助金として配分し，単純
な仕事は移住労働者に依存している国もある．
このようなアプローチでは，生活水準を堅持す
ることはできても，生産性を犠牲にし，社会的
結束に悪影響を及ぼす可能性がある．これらの
国では，輸出多角化を支援する仕事が大きな開
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発成果を上げることができる．
•	 小島嶼国は，国土が狭く，遠隔地にあるため，

産業集積や世界経済への統合からの恩恵を受
けることはできず，観光業に頼る以外にない．
従って，生産性に与える仕事の波及効果が限定
的である以上，基本的サービスと公務員を除く
と仕事の機会が限られている．海外への移住に
よって生活水準の向上を図ることは一案であ
り，海外からの帰省者やそのコミュニティが，
新たなビジネスやアイデアを地元の人々に広め
ることもできる．

•	 紛争の影響下にある国では，社会の結束を支援
することが緊急の課題である．復員軍人や暴力
に加担しそうな若い男子の雇用は特に重要とな
る．制度的機構が脆弱で，政治的に不安定なた
め，民間投資の誘致とか世界的バリューチェー
ンへの連結には当面，手が届かないかもしれな
い．だが，貧弱な事業環境であっても建設業を
盛り上げることはできる．その上，建設業は労
働集約的だ．インフラ投資は，その直接的な雇
用効果を通じて社会的結束を支援するだけでな
く，民間セクターによる今後の仕事創出の下地
を整える一歩となりえる．

　以上の分類は相互に排他的ではない．チャドやコ
ンゴ民主共和国などは，資源が豊富でしかも紛争の
影響下にある．ヨルダンとアルメニアはフォーマル
化を進めているが若年層の失業率も高い．それで
も，仕事のレンズを通して種類の異なる国で鍵を
握っている特徴に注視することにより，各々のケー
スで，開発に最も貢献する仕事の種類とは何かを一
段と明白に判断することができる．また，標的を絞
ることにより，特定の状況において，生活水準，生
産性，社会的結束の間でいかなるトレードオフが起
こるかについて深化した分析が可能になる．さら
に，仕事創出を妨げている障害や，究極的には，政
策当局者にとっての優先課題についての手がかりも
得られるだろう（図 14 参照）．

移住と仕事の国際間の移動

　人々と仕事の国際間の移動を見ると，仕事の問題
は，各国特有のものであると同時に国際性のある問
題でもあることがわかる．この移動のプロセスは，
移住者の送出国と受入国双方の生活水準と生産性に
影響を及ぼし，良きにつけ悪しきにつけ，家庭やコ
ミュニティ全体の結束を一変しかねない．トレード
オフが起こるのは不可避であり，受入国のみの対策
だけでこれに対応するのでは不十分かもしれない．

仕事をめぐる課題 開発に資する良い仕事とは？

農業国 より生産的な小規模農業
世界市場と連結された都市での仕事

紛争の
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軍人の復員向けの仕事
難民の社会復帰向けの仕事
紛争や対立に代わる仕事

都市化の進む国 女性に機会を提供する仕事
輸出振興に役立つ仕事
混雑を悪化させない仕事
農村からの移住者を融合する仕事

自然資源の
豊富な国

輸出多角化を促進する仕事
移転支出を通じた補助金を受けていない仕事

小島嶼国 世界市場と連結された仕事
脆弱な生態系を脅かさない仕事
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社会保護の対象に格差を作らない仕事

高齢化社会 より長期にわたり熟練者を活用する仕事
高齢者へのサービス・コストを低減する仕事

図14　開発に資する良い仕事はどこでも同じではない

出処：世界開発報告 2013 担当チーム．
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　21 世紀初頭における世界の移住者数は 2 億人を
超え，うち 9000 万人近くは労働者だった．その多
くはいずれ自国に帰省する臨時労働者か季節労働者
である．一部の国は移住者の受入国か送出国である
が，相当数は移住者の受入れも送出しも行わない国
である（地図 1 参照）．また，移住者の絶対数が多
い受入国もあれば（例：米国），人口に占める相対
的割合が高い受入国もある（例：ヨルダンやシンガ
ポール）．バングラデシュ，メキシコ，インドでは，
世界全体に占める海外移住者数の割合が高いが，
フィジー，ジャマイカ，トンガでは，自国の人口に
占める海外移住者の割合が高い．一部の比較的小型

の国は驚異的な数値を示している．例えば，海外に
居住するサルバドル人は人口全体の約 5 分の１に
上るほか，クウェート，カタール，アラブ首長国連
邦では人口の 60％以上が外国生まれだ 71．
　海外への移住は，移住者自身の所得だけでなく，
収入の送金を通じてその家族の所得も高める．調査
研究を見ると，その大部分は，受入国の地元労働者
の収入には全く影響を及ぼさないか，少々の悪影響
しか与えていない．また，移住者が自国より海外
で高い生産性を達成している場合（通常のケース）
は，世界全体の生産にも貢献する．さらに，移住者
と帰省者の間のネットワークを通じて，投資，イノ

地図1　少数の国では移住者が人口の大部分を占めている*
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a. 労働力人口に占める外国人移住者の割合（％）

b．移出者（対地元労働力比，％）

* 本地図は世界銀行の Map Design Unit が作成．本地図における国境，色分け，呼称，その他のいかなる情報も，世界銀行グループにおける，いかな
る領域の法的地位についての判断，あるいはそうした国境についての認定や承認を意味するものではない．

出処：世界開発報告 2013 担当チーム（2000 年前後の国勢調査のデータを用いた Özden and others 2011 および Artuc and others 2012 に基づく）．
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ベーション，知識の伝播が促進されるため，移住者
の送出国の生産性に貢献することがある．一方，社
会への影響については一様ではない．プラス面を見
ると，移住を通じて，様々な文化的背景をもつ人々
の交流の輪が広がることがある．マイナス面は，家
族や友人と離れているために，精神的苦痛や孤独感
に苛まれかねないことだ．また移住により，受入国
で人種差別が生じたり，社会的緊張が高まったりし
かねない．ことに移住者が特定の職業や地域に封じ
込まれ，社会的融合がなされていない場合はなおさ
らである．
　仕事もまた移動している．過去 40 年間に顕在化
したのは，先進工業国から途上国（特に東アジア）
に向けた製造業務のアウトソーシングである（図
15 参照）．最近では，同様のパターンがサービス業
務でも見られる．事実，サービス貿易は，世界貿易
の中で最も急速に伸びている分野である．途上国は
今や，輸送や観光といった従来のサービスに加え，
金融仲介，コンピュータ・情報サービス，法的・技
術的サポート，他のビジネス・サービスなど，高い
技能を要する現代的なサービスを輸出している．イ
ンドはその先駆的存在だが，ブラジル，チリ，中
国，マレーシアなど多数の国もこの機会に乗じてい
る 72．
　仕事の移動からの恩恵を最も受けているのは明ら
かに，分離されてアウトソーシングされたサービス
業務や製造業の移動先となった国の労働者と企業家
である．この移動により，新技術や高度な経営管理
手法の移転と相まって，生産性と生活水準の向上が
可能になる．しかし仕事の移動による影の「勝組」
は世界中の消費者である．労働の国際的分業が一段
と進むと，世界中に出回る財やサービスの総量が増
大し，貿易からの利益が高まる可能性が増す．仕事
の移動による明らかな「負組」は，製造業とサービ
ス業の競争力低下が原因で失業した人々である．失
業者でも熟練労働者の多くは，収入を大きく失わず
に同種の仕事を見つけることができるが，そうでな
い失業者もいる．最も苦しむのは低技能の労働者
や，特定の産業または職業に特化した技術の需要喪
失に伴って失業した人々である．

仕事というレンズを通した政策
　仕事を直接創出するのは，政府の役割ではないも
のの，政府の機能は安定した雇用創出に欠かせない
ものである．公的サービスの質は開発にとって極め
て重要であり，技能育成に携わる教師，農業の生産
性向上に努める研究者，機能的な都市の設計者など
がその例である．復員軍人向けの一時的な雇用プロ
グラムも特定の状況では適切である．しかし，仕事
の創出は一般に，民間セクターが担うのが原則だ．
政府の役割は，民間セクター主導による力強い仕事
の拡大を確保するための条件を整え，開発のために
なる仕事が十分でない理由を突き止め，さらにそう
した仕事の創出を妨げている障害を除去し緩和する
ことにある．
　政府は，次のような 3 層からなる政策アプロー
チを通じてこの役割を果たすことができる（図 16
参照）．

•	 ファンダメンタルズ：開発に伴う仕事の改善
で，国が豊かになると，収入や福利厚生も向上
する．そうなるように成長に資する政策環境を
事前に整備することが必須となる．マクロ経済
安定化，事業環境の整備，人的資本の蓄積，法
による統治などはファンダメンタルズの例であ
る．マクロ経済の安定性確保の面では，ボラ
ティリティの抑止や相対価格の大幅な不整合の
回避が挙げられる．十分なインフラ整備，金融
アクセス，健全な規制は，事業環境の重要な要
素である．良好な栄養，保健，教育が行き届け
ば，人々の生活水準の向上のみならず生産的な
仕事に就く基礎を与えることができる．容認す
べきでない雇用が経済成長と併存するような状
況を防ぐため，財産権を保護し，労働者の権利
を積極的に強化していくことも法による統治の
例である．

•	 労働政策：経済成長によって仕事が自動的に生
まれるわけではないため，補完的対策として，
仕事の創出の妨げになるのではなく，仕事から
得られる開発成果を強化できるような労働政策
が必要となる．だが，労働市場の不完全性に対
処するのに，制度的破綻を伴ってはならない．
むしろ，効率へのマイナスの影響がわずかであ
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る「高台」の範囲にとどめるべきである．
労働政策は 2 つの「崖」を避ける必要が
ある．すなわち，都市や世界的バリュー
チェーンで雇用創出を阻んでいる歪んだ規
制と，賃金労働者か否かを問わず，最も弱
い立場にある労働者のボイス確保と保護の
ためのメカニズムの不在の二つである．前
者は，集積のメリットや世界経済への統合
から得られる開発成果を阻害し，後者は，
生活水準の低下と社会的結束の崩壊を招
く．

•	 優先項目の設定：仕事の中には，開発に資
する仕事と，それほどではない仕事がある
ため，各国の状況に応じて開発のためにな
る良い仕事がどこにあるのかを把握する必
要がある．インセンティブシステムの歪み
のために仕事が非常に少なくなっている場
合には，より選択的な政策介入が正当化さ
れる．そのような場合，民間セクターによ
る，開発に資する良い仕事の拡大を阻止し
ている市場の不完全性や制度的欠陥を政策
によって除去すべきである．さらに，欠陥
や不完全な箇所を明確に特定できない場
合，あるいは容易に除去できない場合は，
それを相殺するような策を考えるのも一案
だが，その際は，費用対効果を慎重に評価
する必要がある．

ファンダメンタルズ：基礎を固める

　マクロ経済の安定性：ボラティリティはしば
しば，雇用と労働所得に直ちに影響を与える．
最近の推計によると，国内総生産（GDP）が
1.0％落ち込むと，失業率が，日本では 0.19
ポイント，米国では 0.45 ポイント，スペイン
では 0.85 ポイント上昇するといわれる 73．農
業と自営業が広く根付き，収入不足を公的に支
えるメカニズムが限られている途上国では，不
安定なマクロ経済が及ぼす短期的影響は，失業
率よりも仕事の収入の方に大きく響く 74．
　ボラティリティは，国内で発生する場合と外
的ショックに由来する場合がある．国内の場

図15　高所得国から移動した製造業雇用の推移
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出処：世界開発報告 2013 担当チーム推計（国連工業開発機関 (UNIDO) および国連
統計局のデータに基づく）．
注：日本は a 図に含まれない．GDP= 国内総生産
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合は，持続不可能な赤字予算とか放漫な金融
政策によるところが大きい．だが，緊縮予算
や，金融政策面で厳格な規則を施行すれば万
事がうまく収まるわけではない．赤字予算を
憂慮すべきか否かは，経済成長のスピードに
かかっているほか，中央銀行の独立性につい
ては，当該国の開発戦略の全般的一貫性との
間でバランスをとる必要がある．マクロ経済
管理の健全性を評価する際は，財政・金融政
策が経済成長に及ぼす影響を配慮しなければ
ならない 75．
　また不安定な状況が自然災害，海外発の危
機といった外的ショックに起因する場合もあ
りえる．予防的政策は，こうしたショックが
発生した際にはクッションとなりえる．ま
た，短期的な刺激策や調整パッケージの実施
も急務となるが，乗数効果の低い途上国で
は，そのような対策の有効性が先進国より劣
るきらいがある 76．
　活発な輸出セクターを持続的に発展させ，ひいて
は国際市場や世界的バリューチェーンと結びついた
仕事を創出するには，為替レートが正常な範囲から
逸脱するのを避ける必要がある．ある国の外貨準備
高が急増すると，当該国通貨が過大評価され，輸入
は有利になるが，輸出は不利になる．資源の豊富な
国では同様の自国通貨の上昇圧力にさらされてお
り，過去数年にわたる商品相場の活況により，この
圧力は増大の一途をたどっている．また，意欲的な
開発の始動をめざしたり，自然災害対策や紛争後の
回復促進に向けて多額の対外援助を必要としている
国でも，通貨の過大評価が生じる可能性がある．途
上国 83 カ国を対象に 1970 ～ 2004 年に実施され
た分析では，援助は成長を促進するが（成長率は次
第に下落），通貨の過大評価を誘発し，輸出の多角
化にはマイナスの影響を及ぼすことが確認されてい
る 77．
　事業に適した環境づくり： 金融，インフラ，事
業規制は，投資環境の質を決定し，民間企業による
雇用創出に影響を与える．金融アクセスの不足は，
どの開発段階の国においても事業拡張上の主要な障
害であるが，低・上位の中所得国においては障害リ
ストのトップに掲げられている（図 17 参照）．金
融市場は，資源をより生産的な利用へと配分し，政

治的人脈を持つ者や単に経済力のある者に資源が回
るのを防ぎ，貧困層を配慮した金融を拡大する可能
性を有している．しかし，透明性と競争に基づく資
金配分を確保するためには，規制面の監督が必要と
なる 78．2008 年の金融危機は，金融セクターに適
した規制のあり方や，プルーデンスと安定性，イノ
ベーションと貧困層への配慮の面でバランスをとる
必要があるといった論議を再燃させた．
　経済的で質の高いインフラにアクセスできること
は，企業経営成功の必須条件となる．電力不足は，
企業の発展と雇用創出を阻む第二の障害だと世界各
地の企業家が指摘しており，低所得国では第一の障
害となっている．また，通信の改善により，サプラ
イヤーや顧客との情報交流が活発化し，インター
ネットやモバイル技術を通して，新しいアイデアが
普及する．さらに道路の改善により，市場，港湾，
空港へのアクセスが拡大する 79．インフラの規制
方法も重要である．不適切な価格政策と規制は，イ
ンフラ・サービスの不足をさらに助長するかもしれ
ない．多くの国では，政治的人脈を利用した寡占が
蔓延し，そのために料金が高いにも拘らずインフ
ラ・サービスの量と質が低くなっている 80．

　事業規制は，ビジネスの成長と雇用創出の機会
にも影響を与える．規制は，経済的にも，またそ
れを遵守することに費やす時間の面でも，事業の

図16	 明確な3層の政策が必要

「効率の高台」に留まる
誤った介入の回避

ボイスの確保と保護の拡大

マクロ経済の安定

人的資本
事業に適した環境づくり

法による統治と権利尊重

仕事の問題を把握する
障害の除去または相殺優先項目

の設定

労働政策

ファンダメンタルズ

出所：WDR 2013 チーム．
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運営コストを増加させうる．規制の要求基準を満
たすための手続きや手数料支払いに費やされる手
間は，許可やライセンスなどの取得をめぐる恣意
的な決定や遅延に伴う手間と同様に，事業の負担
となる．規制遵守や許可取得に要する時間は，同
じ場所でも，企業によって大きく異なる 81．事業
規制はまた，競争力にも影響を及ぼすため，イノ
ベーションや生産性向上に影響する．どの国にお
いても，企業の参入規制と，生産性や企業設立数
の間には逆相関が成り立ち，企業の設立数の多い
セクターではその効果がさらに増幅される 82．メ
キシコでは，参入規制の緩和により，事業登記数
と雇用が増えた．インフォーマルな企業のフォー
マル化はなかったが，新企業の設立を通して生産
が増え，消費者物価が低下した 83．
　人的資本： 良好な栄養，保健，教育の達成は，
人々の生活を直接改善するため，それ自体が開発目
標となっている．しかし，それらは生産的な仕事
や雇用機会を得るための手段ともなる．人的資本
は，この経路を通じて，経済的・社会的な進歩の推
進力となっている．就学年数を 1 年追加するだけ
で収入が大幅に増加したり，教育によって収入に対
するプレミアムが生まれることは，高い教育を受け
た労働者の生産性向上を反映したものだということ
が，世界各地で多数実証されている 84．栄養，保
健，教育がうまくかみあうと人的技能・能力の形成
につながり，中期的・長期的には生産性の伸びと貧
困削減に強く結びつく 85．もちろん健康が改善さ
れると労働生産性は直接向上する．かくして，人的
資本は望ましい仕事の基本的要素となっているので
ある．

　人的資本は徐々に積み重ねて蓄積していくもの
だ．中でも非常に大切なのは，懐妊から 2 才までの

「最初の 1000 日」間に子供の健康と栄養を確保する
ことにある．この期間の脳の発達により，子供の身
体の健康，学習能力，社会的行動が人生を通じて影
響を受ける 86．この初期の期間に栄養と健康に留意
し，支援的環境で認知機能の活性化を図れば，後に
なって子供に投じた努力が大きく報われる 87．子供
の能力の基礎は初期に築かれるが，人的資本と技能
の形成は若者に成長するまで続く．さらに，ティー
ンエイジ（19 才）が終了するまで学業に励むこと
は，認知能力と社会的技能のさらなる発達の基盤と
なる．社会的技能は，思春期から成人初期に至るま
で続けて鍛えられる 88．若者は高等教育を含め特殊
な技能形成を継続して進めることができるが，これ
に成功するかどうかは，異なる作業や問題解決を迫
られる環境に適応していくための一般的技能が取得
されているかどうかによって決まる．こうした一般
的技能は，いっそうダイナミックになっている経済
環境では特に重要となる．
　残念ながら，多数の国では，子供や若者の人的資
本の蓄積に成功していないことが明らかになってい
る．これを提供するシステムの質が，基本的社会
サービスへの需要の拡大ペースに追いついてこな
かった場合が多い．2009 年の国際的学習到達度に
関する調査（PISA）に参加した途上国の大多数で
は，15 歳児の少なくとも 5 分の 1 が機能的に識字
不能（PISA の読解力評価で最低でもレベル 2 に達
していない状態）だった 89．
　法による統治：財産権を保護する制度が存在し，
法規を施行し，汚職や不正を取り締まる国では開

図17	 金融と電力はフォーマル・セクターの民間企業が直面する主要な制約要因
企業規模

小規模 低所得中規模 低位中所得 高所得大規模 上位中所得 全体

所得水準

制約条件

金融へのアクセス

電力不足

最も深刻 2 番目に深刻 3 番目に深刻

技能不足

インフォーマルな競争

税率

出処：IFC 近刊 .
注：分析は世界銀行が 106 カ国の 46,556 企業を対象に行った企業調査による．小企業は従業員 20 人以下，中企業は 21-99 人，大企業は 100 人以上．
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発レベルも高いという関係が万国を通じて成り立
つ 90．財産権が民間セクターの成長を促している
のは，財産権があるからこそ企業が自社資産の盗難
や没収を恐れずに投資を行えるからだ 91．契約の
履行を保証する制度があれば，個人的人脈に頼らず
に信頼を確立できるため，見込みのあるサプライ
ヤーや顧客の輪を広げることができる 92．法によ
る統治は企業の成長と雇用拡大に直接的な影響を及
ぼす．財産権が保証されていると確信する企業家
は，そうでない企業家より，利益の多くを再投資
している 93．反対に，犯罪や暴力が横行している
と，企業は遠のき，国内・対外投資の意欲もそがれ
てしまう 94．さらに，投資環境に関する調査でも，
犯罪と汚職が常に事業運営の障害となっていること
が，どの国でも判明している 95．
　有効な司法制度は，財産権の保護と犯罪・汚職の
削減のカギとなる．説明責任をわきまえた公正で独
立した司法機関は，取引上の規定を執行し，成長の
コストと利益の公平な分配を資することで，民間セ
クターの成長と雇用創出に貢献する．また司法制度
を通じて，契約の履行，企業の取引コストの軽減，
安全で予測可能な事業環境づくりが可能になる 96．
さらに有効な裁判所があれば，企業の投資意欲が高
まる 97．
　権利を尊重する制度環境を整備することは，法に
よる統治の重要な要素であり，開発に資する良い仕
事の基礎となる．ILO の中核的労働基準は，児童
労働，強制労働，差別，結社の自由，団体交渉の分
野での下限を明記している 98．職場における健康
と安全性も政府や雇用主に求めている．こうした基
準を実務で適用するには，労働者と雇用主の双方が
情報にアクセスできるようにしなければならない．
それはまた，正規の法規の枠外でも，労働者の雇用
に関連した法的保障を拡大しなければならないこと
を示唆している．インフォーマル・セクターで働く
労働者の団体が，彼らの権利を周知させ，合法的メ
カニズムの利用を支援し，集合的ボイスを助けるこ
とができる 99．

労働政策：2 つの「崖」の回避

　正しく機能していない労働市場では，経済成長を
通じて，良好な仕事が多数創出されないことがあ
る．これまでの分析は，途上国における仕事の不

足，あるいは，賃金が支払われる仕事の不足につい
ての理由を説明する際に，労働市場の需要と供給と
その一致の程度にばかり焦点を当ててきた．確かに
労働市場の不完全性を矯正せず，むしろ逆に不完全
性すら生み出すような労働政策は，仕事の創出の深
刻な妨げとなりうる．しかし，変革的効果をもたら
す仕事の創出を阻んでいるのは，多くの場合，労働
法規に関連したものではない．農業中心の経済で小
規模な自作農の生産性が低いのは恐らく，農業の調
査研究や普及システムが充分でないことに，より密
接に関係する．また，若年層の失業率が高い国で
は，熟練者の需要を高めるはずの高度な技術的活動
での競争が欠けているが，これはもとをただせば，
えこひいきとか政治的駆け引きに起因している場合
が多い．
　労働政策の内容の望ましい在り方についてはコン
センサスが得られていない．基本的信念の相違を反
映して，見解は両極端に分かれている．一方の論者
にとって，労働市場の規制と団体交渉は，生産量と
仕事の減少を招く非効率性の元凶であり，他者を犠
牲にして内部の人間だけを保護するものと見る．こ
の見方によると，失業保険とか積極的な労働市場プ
ログラムは，仕事の意欲をくじき，お金の無駄だと
いう．他方は，労働政策は，威圧的な雇用主や予測
のつかない市場の変動から労働者を保護するために
必要とみる．さらに，労働政策は，情報を改善し，
リスクに対して備え，労働者と企業の両方が長期的
投資を行える環境づくりを行うことで経済効率化に
も貢献できるとも考えられている．
　双方ともに，自己の見解を支持する事例を挙げて
いる．労働政策・制度が問題の一部だと見る者は，
労働市場への介入が限られてきた国，すなわち米国
の，長期にわたる優れた雇用創出記録を指摘する．
彼らはまた，北アフリカと欧州南部の多くの国で若
年層の就職を阻害している保護的な雇用保障規定も
引き合いに出している．一方，労働政策が解決策の
一環だと見る者は，金融危機への対応で比較的成功
を収めたドイツのワーク・シェアリングが断固たる
望ましい対策だと指摘する．
　途上国における労働政策の実際の影響を綿密に調
べると，その結果は一様ではない．ほとんどの研究
は，論議の中で示唆されたような強烈な影響ではな
く，一段と穏やかな影響しかなかったと結論づけて
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いる 100．企業規模や各国の開発レベルを問わず，
労働政策と規制は総じて，フォーマル・セクター
の民間企業が直面する 3 大障害の中には含まれて
いない．労働市場の規制は，行き過ぎでも不足し
ていても生産性を低下させる．しかし，その両極
端の中間に，効率向上と効率低下の効果が挿入し
あい，利益の再分配だけがおこっている「高台（安
定領域）」を見出すことができる．ただし，この政
策の影響は概ね（事業主，女性，若年労働者では
なく）中年層の男性労働者に優位な形の再分配を
もたらしている．
　大半の調査対象国では，雇用保障規定や最低賃金
が総雇用にさしたる影響を与えていない．これらの
規定は，受益者には恩恵を与えるが，若年層，女性，
未熟練労働者に集中的に負の影響を及ぼすきらいが
ある．コロンビアとインドネシアでは，最低賃金の
引上げが全体的に穏やかな影響しか与えなかったが，
若年層の雇用には強い影響を与えた 101．規制は雇用
のフローに確実に影響し，労働市場の「硬直化」を
もたらし，労働の移動のペースが鈍化する 102．こ
れは経済効率を阻害するものの，少数ながら生産性
に関する実例を検討すると，あまり確定的なことは
いえないことがわかる 103．
　途上国においては，団体交渉は，公共セクターと
か，規制に守られて収益（レント）が山分けされて
いる寡占的活動の枠外では，大きな影響力をもたな
い 104．労働組合は労働者の賃金の一律引上げを行
う．研究によると，この引上げ率は，メキシコでは
5 ～ 15％，韓国では約 5％，南アフリカでは 10 ～
20％の範囲となっている 105．しかし，雇用削減に
伴うコストはそれほど明確ではない．すべての国で
はないが，一部では，雇用削減で妥協する場合があ
るようだが，その程度は比較的小幅である．労働組
合が生産性に及ぼす影響については，実例の数が限
られているものの，結果はやはり一律ではない 106．
ここでの重要な課題は，農家や零細企業が直面する
障害に取り組めるよう賃金労働者以外の者のボイス

（発言権）を拡大し，かつ生産性を高める形で団体
交渉ができるようにすることだ．
　訓練，職業斡旋，賃金補助金，公共土木事業と
いった積極的な労働市場プログラムの成果も一様
ではない 107．それらが労働市場のニーズや現実に
則していない場合や，行政管理が粗雑で透明性に欠

ける場合は，価値がないばかりか，悪影響すら及ぼ
す．一方，プログラムが適切に立案され実施されれ
ば，それはジョブ・マッチングを促したり，景気後
退による悪影響を緩和したり，訓練に資金を投じて
いない雇用主と訓練不足の労働者の橋渡し役となっ
たりすることができる（図 18 参照）．ただし，そ
れが実現したとしても，効果は穏やかにとどまりが
ちであり，積極的な労働市場政策の効用について大
きな期待を抱くべきではない．
　社会保険の対象範囲は，最もフォーマル化の進ん
だ途上国ですら限定されている．失業保険は，労働
者が失業の危険に備える点で役立つが，反面，就職
探しの努力に水を差すこともある．失業保険，年
金，医療保険などの資金が人件費で賄われている場
合は，高い負担率は雇用の意欲を損なわせる可能性
がある．フォーマル・セクターが発達していない途
上国では，こうしたプログラムの資金を一般課税で
賄うことがますます検討されているが 108，いかな
る租税も歪みを生み出す．結局，労働者が重宝する
ような安価な社会保護手当の代案は見つかっていな
い．ここでの重要な課題は，重複と不足を最小限に
抑える形で，社会保護と社会扶助を首尾よく調整す
ることにある．
　要するに，労働政策・制度は，労働市場の情報
改善，リスク管理，ボイス（発言権）の改善に役
立つ．しかし，こうした利点には欠点が伴う．例
えば，労働市場の活力低下，雇用創出や職探しの意
欲減退，さらに給付を受ける者と受けない者の格差
拡大が挙げられる．難しいのは，規制と制度の効率
を下げずに，労働市場の不完全性に少なくとも部分
的に取り組むことのできる領域，すなわち，前述
の「高台」で労働政策を策定することにある．労働
市場の規定が弱すぎたり，そうした市場を対象とす
るプログラムが穏やか過ぎたり，存在しない場合に
は，情報不足，交渉力の不均衡，リスク管理不足の
放置といった問題を引き起こしかねない．反対に，
厳格過ぎる規則や非常に曖昧なプログラムは，市場
の不完全性をいっそう悪化しかねない．
　開発に資する良い仕事に的を絞ることで，「高台」
の端，すなわち「崖」の所在地を突き止める際の知
見を得ることができる．高台の一方の淵には，都市
や世界的バリューチェーンでの雇用創出を減速さ
せ，集積の効果や知識波及効果の促進に役立つ雇用
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機会を見逃させるような労働政策があ
る．都市化や世界経済への統合から得ら
れる開発成果を見逃すことは，「崖」か
ら転落することにほかならない．だから
といって最低限の規制を擁護しているわ
けではない．団体交渉に関する中国の最
近の経験が示すように，連携を強化して
効率を高めるような取極めを結ぶ余地は
ある．
　高台の他方の淵には別の懸案があ
る．それは，雇用されていない者やイン
フォーマル・セクターで働く者のボイス
と保護を支えるメカニズムの不在だ．最
貧生活を強いられている労働者にボイス
を提供すれば，生活水準の向上が可能に
なるだろう．就職斡旋業者の乱用を制限
することで効率が向上し，さらに貧困層
を配慮した社会保護システムを構築すれば社会的結
束も高めることができる．インドの「女性自営業者
協会（SEWA）」とベトナムの貧困層を対象とした
医療保険プログラムは，この点において有望だ 109．
この崖は，労働市場の過剰規制ほど目立たないが，
確実に実在する．

優先項目の設定：仕事から得られる開発効果の実現

　ファンダメンタルズが成長を支え，労働政策が十
分であることのほかにも，政策決定者は仕事から得
られる開発の成果を現実のものとすることできる．
それは，仕事の中には，生活水準，生産性，社会的
結束に一段と貢献するものがあるからである．こう
した仕事が何であるかは，開発レベル，人口動態，
資源や立地，機構など各国の状況によって異なる．
場合によっては，開発のための良い仕事が何の支障
もなく生み出され，具体的政策を必要としないこと
もある．一方，政府は，民間セクターがこのような
仕事を多数創出できるよう支援することもできる．
時には，開発効果の高い仕事の創出を阻んでいる障
害を除去することで，この目的を達成できる．これ
が不可能な場合でも，社会的効果が費用を上回る限
り，先見的な政策を策定して障害を回避することが
可能である．
　政策の優先順位の設定に際しては，次の 5 つの
手順に従った簡単なアプローチが考えられる（図

19 参照）．

•	 手順１：開発に資する良い仕事とは何か．優先
課題の特定における最初のステップは，当該国
の状況に基づいて仕事から得られる開発成果を
評価することにある．こうした仕事の性質は，
開発段階，人口動態，資源や立地，制度といっ
た各国の特徴によって異なる．仕事の問題は，
農業国，資源の豊富な国，紛争の影響下にある
国，若年層の失業率の高い国の間で同じではな
い．さらに，最大の開発成果を上げる仕事も国
よってまちまちであり，その結果，仕事のア
ジェンダも多岐にわたる．

•	 手順２：こうした仕事は十分にあるか．開発に
資する良い仕事の創出に当たり，障害に直面す
る国と直面しない国がある．例えば，軽工業に
属する製造業は女性のための雇用機会を作り出
し，貧困に大きな影響を与える．好況下におけ
る新しい製造業での雇用は開発価値をもつかも
しれない．しかし，例えば，都市化政策が不十
分で企業の新規設立が限られている場合には，
そうした価値はないかもしれない．さらに，こ
の種の欠陥がない状況では，ファンダメンタル
ズの構築，十分な労働政策の導入以外には政府
介入を正当化するのは難しいかもしれない．

図18　仕事と訓練を組み合わせることでプログラムの成功率が上昇
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出処：Fares and Puerto 2009.
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　仕事に対する個人の価値と社会的価値に
ギャップがあることが分かれば，インセンティ
ブシステムの欠陥を特定するためにデータや分
析を用いることができる．このギャップに取り
組む研究分野はいくつかある．例えば，財政学
のツールを用いて，資本と労働に関わる税の負
担を測定し，個人間あるいは企業間の相互補助
の関係について評価することができる．労働経
済学のツールを駆使すれば，特定の労働者グ
ループの実際の収入と可能な収入の差や，就学
がもたらす社会的恩恵と個人的恩恵の違いを見
出すことができる．また貧困に関する分析は，
貧困層に機会を与える可能性の高い仕事の種類
や，貧困削減に一段と大きな影響を及ぼす仕事
の場所の特定に役立つ．生産性に関する研究で
は，外資系企業や都市での雇用の波及効果を定
量化できる．また，環境に関する研究により，
各種の仕事から排出されるカーボン・フットプ
リントや汚染についての手がかりがつかめる．
価値観に関する調査では，どのような仕事が社
会的ネットワークや社会的アイデンティティに
貢献するかを把握できる．

•	 手順３：根底に潜む障害は特定可能か．特定の

タイプの仕事に対する個人的価値と社会的価値
の間に相違がある場合は，潜在的に実現可能な
仕事の波及効果が存在することがわかる．この
相違は通常，市場の不完全性と制度の失敗に起
因して発生するが，それにより，人々が社会的
に最適ではない職に就く原因となったり，企業
がさして開発のためにならない雇用を生み出し
たり，仕事を通じた社会的に望ましい人的交流
が行われなくなる．しかし，こうした障害を特
定化するのは必ずしも容易ではない．例えば，
文化的，社会的，経済的な幅広い効果が作用し
て，女性のための雇用機会が不十分となること
もある．同様に，都市での雇用拡大を阻む障害
は，土地市場に起因していたり，都市開発の連
携のための制度的取極めの不備や，インフラの
資金となる収入が不十分であることなどがあ
る．

•	 手順４：障害は除去可能か．インセンティブを
ねじまげている制度の失敗や市場の不完全性を
特定できるのであれば，それを改革することを
考慮すべきである．問題の根源である欠陥や不
完全性に改革の的を絞ることは，良い経済原則
である．改革が技術的・政治的に実施可能であ

図19　優先順位の設定を支援するフローチャート
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る場合，政策担当者は，開発に資する良い仕事
を民間セクターがより多く創出できるよう，主
要な障害の除去に直接取り組むべきである．

•	 手順５：障害は相殺可能か．改革が技術的・政
治的理由で実施不可能な場合がある．あるい
は，仕事を阻んでいる障害を特定できないこと
もある．そのような場合の代替策となるのは，
問題を相殺する政策を用いて，仕事の創出のた
めのインセンティブの回復を図ることである．
例えば，女性の就労を難しくしている信条や信
念が根強い場合，社会的，物理的インフラへの
投資を集中することで，女性の雇用の適正度を
高める取り組みが可能だ（ボックス１参照）．

同様に，政治色の強い規制により，生産性の高
い活動への労働配分ができない場合，都市のイ
ンフラや流通支援を通じて，都市での雇用や世
界市場と連結した雇用の魅力を高めることがで
きる．

　しかし，障害が除去もできず，相殺もできない場
合がある．その場合には各種選択肢の分析を強化し
利害関係者による引き受けなども含めた介入戦略が
必要となる．
　障害の除去・相殺のための政策は，選びぬかれた
正しい公共財政の原則に支えられたものでなければ
ならない．政策の各選択肢につき費用対効果の評価
を行う必要があるが，全体的な開発効果を達成する

ボックス1　女性の労働参加率をいかに高めるか？

　途上国の中には，比較的短期間に女性の労働参加率

をあげるような重要な改善を行った国がある．ラテ

ンアメリカ諸国は他国に先駆けてこの変革を行った．

1980 年代以来，7000 万人以上の女性が労働力に加

わり，女性の労働参加率は 36％から 43％に向上し

た．コロンビアでは，1984 年に 47％だった参加率が

2006 年には 65％に増大した．反面，中東・北アフリ

カでは，過去 30 年間に，女性の労働参加率が年間わ

ずか 0.17 ポイントしか向上していない．

　最近の研究によれば，労働参加率の急変は，人口動

態，教育，景気循環によるものではなく，既婚女性や

男性と同居する女性の間で参加率が増大したためだと

されている．この変容ぶりは社会的属性の変化に一部

起因しているが，これは複雑な分野で，直接的な政策

介入ができる範囲，そしてその正当性は限られている．

例えば，ヨルダン川西岸とガザ地区では，女性，特に

既婚女性の労働参加率が非常に低い．だが，それが宗

教のせいだと単純に決め付けられない．インドネシア

のような国では女性の参加率が高いからだ．女性に働

く意欲と能力があっても，他の社会的規準や規制に

よって参加が妨げられている場合もある．

　社会的行動に影響を及ぼす範囲は限られているが，

実例を見ると，公共政策とその他の分野におけるプロ

グラムが重要な役割を担うことが示唆されている．ま

た，ターゲットをしぼった投資と社会的・物理的イン

フラへの介入を組み合わせて実施することで女性の労

働参加率と所得を改善できることも示唆されている．

これらの投資は 3 つのグループに大別できる．それ

らにより，女性を市場活動ではなく家事に縛り付けて

いるサービス産業の不足（例：電力やデイケア施設の

不在）に対処することができる．また，女性による教育，

資本，土地などの生産的資産の蓄積を容易にして，女

性が生産性の高い市場活動に参入することを助ける．

さらに，女性にとっての平等な仕事の機会を阻んでい

る偏見や差別的慣行を示唆する規準・規制といった制

度的障害を取り除くことが可能となる．

　こうした 3 種類の対象に絞った介入による成功例

がある．公共または補助金を受けた育児施設があれ

ば，市場で働く女性の自宅での費用を軽減できる．そ

うしたデイケアの例としては，メキシコの「Estancias 

Infantiles」，コロンビアの「Hogares Comunitarios」

をはじめ，アルゼンチンやブラジルでも同様のプログ

ラムがある． 給水や電力を中心とするインフラ・サー

ビスの向上を通じて，女性を家事や介護に費やす時間

から解放することができる．例えば，南アフリカでは，

農村電化により女性の労働参加率が約 9％向上した．

政府による土地配分・登記制度など，サービスを供給

する際の制度上の偏見を是正することで，女性の資産

保有や相続が可能になる．さらに，積極的な労働市場

政策の活用，社会ネットワークの促進，差別的規制の

除去も女性にとって報酬の高い仕事をつくり出すとす

るために重要である．

出処：Amador and others 2011, Chioda 2012, および世界銀行 2011d に基づく世界開発報告 2013 担当チーム．
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ことが目的である場合は，費用対効果の算出方法は
違ってくる．紛争の影響下にある国での復員軍人向
け雇用プログラムであれば，参加者の収入増加がプ
ログラム・コストを上回るかを基準にして評価する
ことができるように思われるが，本当は社会復帰や
平和構築から得られる潜在的な正の効果を盛り込ん
だ総合的評価も考えなければならない．コンゴ民主
共和国では，復員軍人の社会復帰プログラムのコ
ストは受益者 1 人当たり約 800 米ドルだった 110．
従来の基準に立つと，このプログラムはコスト効率
が悪いと判断されるだろう．それでも，このプログ
ラムの実施価値があるかどうかは，社会的結束に及
ぼす恩恵という価値を政策担当者が重視するかどう
かにかかっている．そうした恩恵は，透明性を期す
るために政策決定の中に明示されるべきである．

多様な仕事アジェンダ，多岐に渡る優先的政策

　一部の国では，他の国への模範となるような政策
を設定して，仕事から得られる開発成果の実現に成
功している．
　農業国のベトナムは，1990 年代に農業の生産性
向上に集中的に取り組み，余剰労働者を農外雇用
に就かせ，随時，彼らの都市への移住を支援した．
1993 年当時，農業従事者は雇用全体の 70％以上を
占め，人口の 58％が貧しい生活を送り，飢餓は依
然として現実の問題だった 111．それから 20 年後，
ベトナムは，コメとコーヒー豆の輸出では世界 2
位，黒コショウとカシューナッツでは世界最大の輸
出国となり，紅茶，ゴム，海産物でも有力な輸出国
となった．貧困は大幅に低下している．農業の試験
研究，土地改革，規制撤廃を特に強調したことが相
まって，零細農家の農業生産性が急速に伸びた．こ
うした政策は，ベトナムを中央統制経済から社会主
義を残したままの市場経済へと移行させた「ドイモ
イ政策」の幅広い改革パッケージの一環だった 112．
また，農外雇用の機会創出を目指す政策も進められ
た．同国は，まず自然資源採取と軽工業の市場を外
国投資家に開放し，その後，2007 年の世界貿易機
関（WTO）への加盟に伴い，市場を一段と自由化
した．外国投資企業による登録数は 1992 ～ 94 年
にかけて 4 倍に増え，過去 5 年間に海外からの直接
投資フローは GDP の 8％を超えた 113．
　紛争の影響下にあるルワンダ は，1990 年代半

ばの民族紛争と荒廃から立ち直った．紛争停止と
積極的な改革パッケージの実施により，2000 年ま
でには，ルワンダ経済は紛争以前の水準にまで回
復した 114．その後も成長が続き，2011 年には推
定 8.8％の伸びを達成したほか，2005 ～ 10 年に
かけ貧困率も 12 ポイント低下した．終戦に伴い，
政府は，5 万 4000 人以上もの軍人の復員と社会
復帰を支援した．2012 年に社会復帰に満足して
いると答えた復員軍人は全体の 73％に達し，復員
軍人と帰省先の地元住民の間で信頼感があると答
えた住民は 85％にも上った 115．ルワンダの人口
1000 万人と比べると復員軍人の割合はわずかに過
ぎないが，彼らの社会的復帰は社会的結束に効果
を上げた．ルワンダはこの快調なスタートを礎に，
制度の改革や事業規制改革を進めて民間セクター
の活性化を図った 116．これにより，コーヒー産業
では何千という新規の仕事が創出された 117．
　資源の豊富な国，チリは，資源以外のセクターで
仕事の創出を実現できるように豊富な銅をうまく利
用してきた．世界の銅埋蔵量の 4 分の 1 以上を有
するチリでは，通貨の切上げやインフレといった資
源に関連するリスクを効果的に管理しながら，輸出
と経済の多角化を進めた．それにより，1980 年代
初期に約 20％だった失業率は一ケタ台に低下した
118．資源安定化基金（1987 年以後）と透明な財
政ルール（1999 年以後）の施行により，同国は困
難な時期の到来に備え，競争力の喪失を防ぐことが
できた．公共セクター管理全域でガバナンス改革を
実施して，説明責任と透明性を促した．さらに，外
国投資を歓迎するなど輸出志向型の積極的な成長政
策を推進して，世界市場と結びついた仕事から得ら
れる生産性の拡充を後押しした．鉱物以外の輸出セ
クターを対象とした競争力強化促進イノベーション
基金により，特にアグリビジネスを中心に輸出基盤
が拡大された 119．また，公共予算における教育支
出も 1990 ～ 2009 年にかけてほぼ倍増し，前例に
ない中等・高等教育の拡大につながった 120．
　スロベニアは，若年層の高失業率の取り組みに成
功し，1990 年代には，若年層の失業率は成人の失
業率の 3 倍だったのが，今ではおよそ 2 倍に減少
した 121．若年層の失業率の削減に成功したのは，
積極的な労働市場プログラムへの支出によるもので
も（移行国としてはほぼ平均），労働市場の自由化
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によるものでも（途上国の規制の平均より依然とし
て厳格），最低賃金が低い（いまだに高め）からで
もない 122．こうした政策から生じる潜在的歪みは，
幅広い範囲の労働組合と雇用者の間で，マクロ経済
の動向とセクターの生産性に適切に対応できる賃金
を設定するというコンセンサス・ベースの意思決定
システムを適用することで，相殺されたように思わ
れる 123．世界経済危機前の持続的成長は，究極的
にはスロベニアの若年層の失業率低下に起因すると
ころが大きい．さらに欧州市場への統合を受け，同
国は輸出セクターの再編にも成功した．また，首尾
よく整備されたインフラと比較的熟練した労働力の
存在も役に立った．
　政策の成功例は，8 つのタイプの仕事の問題に直
面する国々で実際に見出すことができる（図 20 参
照）．都市化の進む韓国では，農業から軽工業，そ
して付加価値の高い工業へと仕事を移行するのにあ
わせて政策を慎重に立案し，それを段階的に進めて
きた 124．まず土地開発プログラムが確立され，そ
れから，土地利用規制システム，そして総括的な都
市計画が進められた．また，住宅・運輸政策によ
り，都市化に伴う不経済性を抑止した．小島嶼国で
あるトンガ では，海外移住を通して雇用機会を作
り出すため，2007 年にニュージーランドで導入さ
れた「認定季節雇用者」プログラムを積極的に活用

して，送金拡大，農業技術やコンピュータに関する
知識向上，英語の学力育成に努めてきた 125．また，
ブラジルはフォーマル化 が急速に進む国の一例だ．
フォーマル・セクターでは，ここ 10 年ほどで，イ
ンフォーマル・セクターの 3 倍の勢いで雇用が創
出された．危機に至るまでのわずか 5 年間で，仕
事全体に対するフォーマル・セクターのシェアは
約 5 ポイント増大した 126．小企業向け税制簡素化
プログラム「BolsaFamilia」のような，負担義務
のない社会保護プログラムの施行，従業員の正社員
化を行う企業のインセンティブ向上，税制や労働規
制の適正な執行が，こうした成功に貢献した．高齢
化が進むポーランドでは，雇用されている労働者の
比率が 2006 年には 60％だったのが 2009 年には
65％に向上した．これは，身体障害者向けの年金
の適用資格を変更したことと，寿命の延びに伴う受
給レベルの調整という年金改革を進めたことによる
ものだ．さらに 2012 年には，一連の新年金改革に
より，それまでの男性 65 才，女性 60 才の退職年
齢を 67 才（男女共通）に引き上げた 127．

相互に連結された仕事のアジェンダ：仕事のため
のグローバル・パートナーシップ

　仕事に関するある国の政策が，良きにつけ悪しき
につけ，他国に波及することがある．ここでの重要

仕事上の課題 国名と政策

農業国 ベトナム
土地改革，農業の調査研究，市場インセンティブ

紛争の
影響下にある国

ルワンダ
復員軍人の復帰，企業改革

都市化の進む国 韓国
土地利用政策，総括的都市計画

自然資源の
豊富な国

チリ
財政安定規定，輸出志向型政策

小島嶼国 トンガ
帰省労働者の積極的活用の取極め

若年層の
失業率が高い国

スロベニア
貿易統合を通じた商品市場での競争力強化

フォーマル化の
進む国

ブラジル
拠出義務のないプログラム，規則の簡素化と執行

高齢化社会 ポーランド
障害者手当て ･ 年金改革，退職年齢の引上げ

図20　仕事上の問題に関する各国の取り組みの成功例

出処：世界開発報告 2013 担当チーム．



32 世界開発報告 2013

な課題は，国際的な協調メカニズムが，正の効果を
高め，負の効果を緩和するように各国政府の決定に
影響を及ぼすことができるかどうかである．いくつ
かの分野で，こうした協調の強化が改善に役立つ．
　権利と基準：基準を設定し，権利の遵守を改善
する手段として，国際的なメカニズムが存在する．
ILO 条約は，国内の法律に影響を与えると共に，
自営業者と国内労働者のための条約の導入過程にも
示されるように，人々のボイスを反映し，国際協調
を図る手段となることができる．1998 年の「労働
における基本的原則及び権利に関する宣言」に掲げ
られた「中核的労働基準」が支持されたことは，各
国が国際社会からの圧力に反応していることを示し
ている 128．だが，圧力にも限界がある．強制労働
や，有害な環境で働く児童，差別が依然として消え
ず，ボイスが反映されていない現状を踏まえると，
批准だけでは不十分なことが示唆される．
　貿易協定は，権利に関する国際協調のための手段
となりえる．こうした協定には，貿易へのアクセス
を，労働法や労働基準の導入・施行と結びつけるこ
とで，ボイスや労働条件の改善度を高めるインセン
ティブを盛り込むことができる．労働者の権利を貿
易に結び付ける協定が結ばれても，実際に各締約国
の労働環境の向上につながるかどうかは，それほど
明白でない．また，労働規約が保護主義の理由とし
て利用され，途上国での貿易と雇用機会が阻害され
ことがある．さらに，遵守状況をモニターし徹底さ
せる能力と制度が不在な場合は，貿易協定自体が弱
い手段にしかならない．カンボジアでの成功例とし
て米国との二国間貿易協定がある．これには，アパ
レル工場での労働環境を監視するための能力構築
と，集団労働訴訟の解決に当たる裁定審議会の支援
という 2 つのプロジェクトが付随している 129．
　条約や貿易協定を通じた政府のイニシアティブ
以外では，民間セクターの説明責任をはじめ，社
会・環境上の関心事に自発的に取り組む企業の幅広
い社会責任（CSR）といったアジェンダも次第に
強調されるようになってきた 130．欧州連合と北米
に本拠を置く企業では，社会的行動規範を取り入れ
ていることが多く，サプライヤーとの取引条件とし
て労働基準にも活発に関っている．しかし，行動規
範を設けることによって基準遵守がどの程度改善さ
れるかという点については，限られた実例しかな

い．また，グローバル・サプライチェーンが複雑な
ため，季節労働者や臨時労働者は CRS の枠組みの
対象外に置かれている．また，グローバル ･ サプラ
イチェーンの枠外におかれた労働者も対象外である
131．CSR が効果的であるためには，現地企業の規
範遵守能力や労働監督当局の執行能力を高めること
にもっと努力が傾注される必要がある．
　貿易および投資： 物資の国際貿易は徐々に自由化
されてきた．一段と自由化された貿易が双方の取引
当事者に恩恵をもたらすという考えは今や広く普及
している．しかしながら，多くの途上国では，いま
だに世界経済への統合の恩恵を享受するだけの競争
力に欠けている．従って，流通関係のコスト削減や
企業と農家の競争力向上への直接的援助が優先課題
となっている．貿易向け援助は大幅に増大し，今で
は途上国向け援助全体の約 3 分の 1 を占めている．
しかし，被援助国が直面する特定の雇用問題の対応
に最も適した輸出活動に的を絞るなど，援助の有効
性を改善する余地は残されている．民間セクターの
関与を増すことも，援助の有効性向上につながるだ
ろう 132．
　財の貿易とは対照的に，サービスの自由化は，
国際レベルと地域レベルの両方で進展が遅れてい
る．現在交渉中のドーハ・ラウンドでは，市場ア
クセスがこれまで以上に確約されると期待されて
はいるが，現状の政策に比べ，追加的な自由化策
が実施されるに至っていない 133．サービスには，
インフラでのネットワーク外部効果から，情報の
非対称性，金融におけるモラルハザードまで，一
般によく知られた市場の不完全性がつきものであ
る．またサービスの貿易自由化には適切国内規制
が必要となる．電力市場を確立したり，大手流通
業者が地元の小売商に及ぼす社会的影響を緩和す
るのは難しい作業である 134．そのため，途上国で
はサービスの自由化が先進国より遥かに遅れてい
るのは驚くに当たらない 135．
　サービスの自由化が生産性に与える恩恵は計り知
れない．多くのサービスは製造プロセスへのイン
プットとなる．電力，金融，通信，貿易はどれも，
事業コストに直接的影響を与え，その川下にあるセ
クターの競争力に影響する．こうした生産性の向上
を通じて，雇用創出，労働者の収入増大に拍車がか
かるため，生活水準の改善にもつながる．一方，社
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会的影響については良い面ばかりとは言いがたい．
明らかに良い影響を与えているのは , 携帯電話が
人々（特に貧しい人々）を商品市場と結びつけ，雇
用機会を見出し，政府サービスも利用できるように
している場合である．反面，小売業者の消滅によっ
て都市のもともとの中心部が荒廃したり，別の仕事
先を見つけにくい高齢の店主の家計に影響を及ぼす
場合には負の影響がある．こうした正と負の影響の
間で折り合いをつけ，その過程で途上国の問題に取
り組むには，サービス自由化を適切な順序で進め，
国内の規制改革を行う必要がある 136．その際，国
際的な協力を通じて，知識を補い，実施を促すこと
ができる 137．
　国際協定は地球的規模の公共財の促進にも役立
つ．その一例としてジェンダーの平等が挙げられ
る．貿易はジェンダーに中立的ではない．つまり，
貿易の自由化で，女性の雇用へのアクセスが一変
するのである．元来，男性の仕事は力を要する「身
体的仕事」が多かった．一方，裁縫からデータ処
理にいたるまで，器用さ，細かい点への配慮，意
思伝達といったことが関わる「頭脳的な仕事」は，
女性にとっての格好の雇用機会となってきた．イ
ンドのデリーやムンバイにあるコールセンターに
は，100 万人以上が雇用されており，その大半は
女性だ．そのため，先進国が「頭脳的な仕事」の
多いセクターからの輸入に優先的なアクセスを認
めれば，ジェンダーの平等にほど遠い国の女性の
ために雇用機会を創出することが可能である 138．
だが，各国が世界的バリューチェーンでの地位を
高めるにつれ，ジェンダー別雇用機会は変化しう
る．マレーシアでは，製造業で働く女性の割合が
1980 年代央に低下した 139．
　移住： 財とサービスの国際的移動とは対照的に，
一般的な移住，とりわけ労働者の移住に関する国際
協定はほとんどない．既存のものは問題の一部しか
カバーしていない．1952 年と 1978 年にそれぞれ
実施された ILO 移住労働者条約の改正第 97 号と
補足規定第 143 号は，移住労働者に対する差別と
酷使の防止に関するもので，労働者の密入国や不法
入国を促進する者に対する罰則や制裁を求めたもの
だが，各々の批准国は 49 カ国と 29 カ国に過ぎな
かった．「サービス貿易一般協定（GATS）」の第 4
モードに規定された，自然人によるサービス提供の

自由化は，先進国か途上国かを問わず，多くの国の
アジェンダには含まれていない．さらに，2003 年
に実施された移住労働者及びその家族の権利保護に
関する国連の国際条約は，わずか 22 カ国が批准し
ただけで，その大半は移住者を送り出す側だった．
　移住は国境を越えたものだが，立法活動のほと
んどは各国独自の法律に基づいている．この分野
でもグローバルな視点を取り入れるべきだが，そ
の対策についての意見は様々だ．その一つは，各
国間における収入の大きな格差に注目したもので，
労働力の自由な移動を実現すれば，世界的な生産
性向上と貧困削減を大幅に加速できるだろうと主
張している 140．一方，別の視点は，国家の安全保
障と地域社会・文化の保護に傾注するもので，移
住を抑えるには防壁を築く必要があると示唆して
いる．さらに別の見解は，移住労働者の人権を守
ることは，合法的か違法かを問わず道徳的に不可
欠だとし，いかなる形の迫害からも保護する必要
があるとみる 141．だが，いずれの見解も十分では
ない．政策立案の際に，どの見解も単一では移住
を巡る複雑なトレードオフに対応できないからだ．
　多くの場合，受入国と送出国の双方が協調すれ
ば，両国ともに移住の恩恵を受けることができる．
密輸者や，企業，労働者によって引き起こされる
虐待のほとんどは，不法移住者の流れと関係した
ものだ．そこで，この流れを「正式に認知」する
ことが移住労働者の権利を守る基本的ツールとな
る．この正式な認知は，移住者の受入れ側と送り
出す側の双方の国の機関の協力がなければ実施不
可能だ．だからこそ，職種別，産業別，地域別，
滞在期間別にクォータ（割当）を設けた二国間協
定が必要となる 142．さらにこの協定には，労働者
の一時的移住と，永住条件などの手続きを別途に
規定することができる．それには，納税，社会保
障，教育ローン（特に優秀者の移住に伴う特別の
関心事）などついての配慮を含めることができる．
さらに受入国と送出国の双方の関係者が，協定の
施行に関心をもつようなインセンティブを盛り込
むことも可能だ 143．
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仕事を中心に据えたが，データはどこにある
のか

　データや研究に関するアジェンダは今後大幅に増
えるだろう．貧困線を上下する家計の動きと仕事の
関係，インフォーマル・セクターにおける零細・小
企業の動的変化，人間の行動・規範と仕事との関連
については，さらなる分析が必要である．また，仕
事が与える波及効果の大きさに関する研究により，
各国の状況に見合った開発のための良い仕事を特定
できるかもしれない．もう一つの重要な研究分野
は，認知能力と非認知能力が仕事に及ぼす影響や，
その影響が仕事の性質と仕事をする人の性格によっ
てどう違ってくるのかに関するものだ．同様に，特
徴の異なる都市ごとに，生産性に及ぼす仕事の波及
効果を示す実例を増やすことも，開発政策にとって
価値が高いだろう．環境に及ぼす各種の仕事の影響
についての推定は現在，稀にしかない．労働政策の
分野では，各国の状況に基づき，「高台」の淵に関
する実証的分析がさらに必要だ．国際貿易や，国境
を越えた投資，国際的移住が，各国の仕事の構成に
どう影響するのかといった研究ももっと必要とされ
ている．さらに，サービス貿易に関連した国際的コ
ミットメントと国内政策をいかに順序付けるかにつ
いてのより確実な知識が増えれば，自由化の推進に
消極的な途上国により適切に対応することができ，
世界経済への統合から利益を得ることができるだろ
う．
　仕事に関する政策の優先順位の決定は，信頼のお
けるデータに基づいて行われなければならない．途
上国では，非賃金労働者が就労人口の大半を占め，
フォーマル・セクターで働く者はさらに少ない．こ
の状況を踏まえると，仕事の量的な測定は困難な作
業だ．貧困削減に最大の成果をもたらす仕事を判別
するには，家計の収入または消費に関する情報と，
家族のメンバーの仕事に関する情報とを結びつける
必要がある．どの経済単位が，より多くの仕事を創
出するかとか，労働の再配分を通じて，堂々巡りの
停滞ではなく大幅な成長を生み出せるかを理解する
には，非常に多様な生産組織のインプットとアウト
プットの情報が必要となる．また，雇用の構成が信
頼感と社会への参加意欲にどう影響するかを評価す
るには，個人の価値観と行動に関する情報が必要と
なる．

　世界危機が途上国の仕事に与える影響についての
実証的分析が不足し，インフォーマルな仕事への対
策の各国間の比較が困難なのは，データの質的かつ
量的不足が依然として政策決定上の制約であること
を示唆している．また，失業率の頻繁な測定に大き
な努力が注がれているが 144，定期的な俸給を得て
いる従業員数がわずかである国では，失業率はあま
り意味のある指標とはいえない．貧困撲滅に関す
るミレニアム開発目標では，「女性，若者を含めた
すべての人々の，完全かつ生産的な仕事，そして
ディーセント・ワークの提供を達成する」とうたわ
れ，仕事に関するターゲットの進捗状況を追跡する
指標が 4 つ掲げられている．しかし，これらの指
標も，途上国における仕事の量と質の進展を部分的
にしか捉えていない 145．
　労働統計に関する現在の課題を大別すると，デー
タ不足，データの質の問題，そして企画・連携・コ
ミュニケーションの問題という 3 点がある．デー
タ不足は，労働統計が皆無であるか，まばらにしか
集計されない国に関係する．このような統計があっ
たとしても，データの質についての問題は，適切な
定義の使用からアンケートの設計，サンプルの抽出
方法から面接プロセス，さらにデータ入力・コー
ディングから認証・推計手続きに至るまで，統計作
成の過程全体に及ぶ．さらに，データの収集機関と
配布機関が異なる場合は，企画・連携・コミュニ
ケーション上の問題が発生する 146．
　25 年ほど前に，貧困削減を改めて開発政策の主
要目的として強調する一環として，長期的データの
収集が始まった．標準的アンケートを用いて世帯の
生活水準についての情報が世界各地で収集された．
サンプルの抽出方法や定義は必ず報告された．そう
して収集されたデータや記録が研究者や実務家に可
能な限り配布された．雇用については，貧困分析に
利用するための世帯調査に添付された雇用アンケー
トは標準化する必要があり，事業所向け調査には，
インフォーマルな企業や零細企業も含める必要があ
る．こうしたアプローチをとることにより仕事が関
心事項の中心に据えられるようになろう．

＊　＊　＊

　各国は，人口動態，構造の変化，技術進歩，そし
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て周期的なマクロ経済危機に起因する仕事の問題に
対応して，種々の対策を選択することができる．ひ
たすら成長を追及し，労働市場がうまく機能するよ
う努力して，その後に仕事の拡大が続くものと期待
することもできる．あるいは，成長の追及だけでは
仕事は自動的に創出されないと認識することもで
きる．女性のための仕事，都市や世界的バリュー
チェーンでの雇用，社会の弱者にボイスと保護を提
供する仕事を筆頭にあげることもできる．仕事をめ
ぐる問題の特性は，当該国の立地，資源，機構，開
発レベルによって異なる．一方，全ての国に共通し
ているのは，民間セクターによる，開発のためにな
る仕事の拡大を阻止している制度的失敗や市場の不
完全さに対応する必要があることだ．各国はこれを
通して初めて，冒頭の難しい問いに取り組むことが
できる．これらの問いの一つひとつには，実務者ら

が常に賛成するわけではないが，広く受け入れられ
た伝統的な見解が存在する．仕事というレンズを通
して開発課題を見つめることは，こうした伝統的な
見解をにべもなく否定するのではなく，むしろ有意
義な見解とそうでない見解を見極めることにつなが
るであろう．
　端的に言うと，各国は，生活水準のわずかな向
上，生産性の減速，分断された社会という状況に甘
んじることもできる．あるいは，仕事の問題に取り
組むことにより，豊かな暮らし，高生産性，そして
仕事の機会の拡大と仕事への公正なアクセスを通し
て実現できる，より力強い社会的結束に向けた，改
善が改善を呼ぶ「好循環」のパターンを享受するこ
ともできる．
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　成長志向の戦略か，それとも仕事中心の戦略か？ 
これまでの伝統的な見解によると，生活水準を向上
し，社会的結束を強化するには成長を重視すること
が前提だと言われてきた．しかし，生活水準，生産
性，社会的結束という 3 つの変革の間で時間的な
ずれやアンバランスが生ずることは珍しくない．成
長が貧困削減に及ぼす影響は国によって大きな差が
ある．時には，成長を通じて一部の人々の間で貧困
が減り生活水準が向上しても，社会的結束が高まら
ず，それ以外の人々の期待が満たされないまま残る
ことがある．また，様々なセクターでの労働集約
度や仕事の機会への公正なアクセスも重要となる．
従って，これらの 3 つの変革の全体に対応できる
のは仕事にほかならない．
　生活水準の改善，生産性向上の加速化，社会的結
束との間に生ずるトレードオフは恐らく，実際にど
れを選択するかというより，測定上の問題を示した
ものである．成長に関する指標が，貧困削減や社会
的結束の向上など，目に見えない社会的利益を捉え
たものならば，成長戦略と仕事の戦略は同等だとい
える．しかし，成長戦略は，女性の雇用，二次的な
都市での雇用，あるいは無活動な若者などに十分留
意していない可能性がある．仕事を通じて重要な波
及効果を達成できないのであれば，仕事中心の戦略
から有用な知見が得られるはずだ．
　企業家精神は育成可能か？ これまでの伝統的な
見解では，途上国の大半の零細・小企業は生存する
のがやっとで，成長の可能性は限られていると言わ
れてきた．途上国では自営業が仕事の大きな部分を
占めている．その中のたとえ一握りの者がビジネス
の発展に成功したとしても，生活水準と生産性に与
える総体的影響は計り知れないものがある．また，
途上国の大企業は，政府の支援を受けたり，金融や
情報へのアクセスで優遇されることが多く，設立当
初から大型であることが多い．こうした特権や優遇
を打開するためにも，零細 ･ 小企業の成功は非常に
重要となっている．

　中小企業であっても，経営の実務は事業の生産性
を高める上で大切となる．スキルを習得し，それを
ビジネスに応用する能力は，企業家を成功に導く最
も重要な資質の一つである．しかし市場は企業家の
育成には積極的ではない．それというのも，知識の
模倣を通じて，新たな経営管理の知識を習得し開拓
した者が受ける利益の一部は，他者の利益となって
しまうからだ．さらに，経営の実務をどれほど習得
できるかは，訓練を受けた人によって大きな差があ
る．小事業主の観察可能な特徴は，企業家としての
潜在的可能性を示している．また，彼らの経営能力
を高めるためのプログラムは功を奏していることが
分かっている．そのため，有力な小事業主を標的と
した研修プログラムを実施すれば，生活水準と生産
性を大きく改善することが可能となる．
　政策は社会的結束に貢献できるか？ 伝統的な見
解によると，仕事がないことは社会的結束に悪影響
を与えるが，政府は，完全雇用を確保すること以外
に，できること，あるいはすべきことはほとんどな
いと言われてきた．だが多数の国では，失業率だけ
が大きな問題なのではなく，仕事の特性も重要とな
る．全ての仕事が社会的結束に正の効果をもたらす
わけではないが，仕事を通じて，特に取り残されて
きた人々に社会的アイデンティティを与え，社会
ネットワークを構築し，一段と公平に扱うことがで
きれば，緊張を緩和し，集合的意思決定を冷静に行
うことに役立つだろう．
　また，貧困層に配慮し，ボイス（発言権）と権利
を確保し，労働市場における透明性と説明責任を高
めるような施策であれば，人々は自分も社会の一翼
を担っているのだという意識を向上することができ
る．こうした意識は，若年層の高失業率や対立によ
り社会不安が生じる危険性が高い場合には特に重要
となる．雇用プログラムは，ガバナンスが粗雑で
あったり，標的が差別的である場合は社会的結束を
損なうが，適切に設計されたものであればプラスの
効果をもたらすことができる．高リスクの若者を対

QUESTION 伝統的な見解が正しいときはいつか？
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象とした仕事の政策には，紛争解決のためのカウン
セリングや訓練を盛り込むことができる．公共事業
プログラムは，市民と地元当局が地域社会に参加し
関わり合うことに役立つ．従って，政策の焦点は，
仕事の数だけではなく，取り残されてきた人々のた
めに仕事の機会を広げることにも向けられるべきで
ある．
　技能と仕事のどちらを優先すべきか？ 伝統的な
見解によると，技能に投資をすれば，仕事の創出や
生産性の向上，労働所得の増大につながると言われ
てきた．失業率が高く，求人側の求める技能と求職
側の技能が整合していないのは，教育や訓練システ
ムの欠陥によるところが大きい．だが，実際には，
市場の歪みに起因している場合もあり，そのような
ときは，教育システムを間違った方向に導いたり，
ダイナミックな民間企業の育成につながらないこと
になる．こうした状況では，世界のあちこちでも見
られるように，訓練システムに巨額の資金を投じて
も，期待通りの就業を達成できず，不本意な結果に
終わる可能性がある．
　認知能力と社会的スキルの両方を含めた一連の基
本的スキルは生産的な仕事に携わる上で不可欠だ
が，それは職場で習得できるものではない．このよ
うな基礎能力をもたない場合，雇用機会や収入を改
善できる見通しは薄い．付加価値の向上に努める国
にとってもスキルは極めて重要となる．スキルがあ
れば，イノベーションを促し，互いに学ぶことが可
能になり，ひいては仕事の創出につながる．しか
も，その間にも仕事を通じて多くを学ぶことができ
る．仕事の機会があれば，社会的スキルの醸成に役
立つほか，教育や訓練に対する需要を生み出す．仕
事を通じて学ぶ場合も，多くの状況では，収入の大
幅な増大につながる．職場で 1 年間の経験をつけ
ると，学業を 1 年間継続するごとに得られる報酬
のおよそ 3 分の 1 から 2 分の 1 を受けることがで
きる．
　標的を絞った投資環境の整備を行うべきか？ 従
来の見解によると，政府には「勝者」を選べるだけ
の十分な情報がない上，権益団体の圧力で標的が決
まってしまう可能性があるため，公平な環境を整備
することが望ましいとされてきた．しかし，途上国
では，往々にして財政的な余裕がなく，行政能力に
も限りがあるため，全ての分野でビジネスに適した

環境づくりを進めることは困難であり，従って，い
かにして政策の優先順位を設定するかが重要とな
る．従来の見解では，過去の産業政策で失敗した経
験があることから，標的を絞り込むことに懐疑的で
ある．だが，産業セクターだけに照準を合わせる必
要はない．女性の雇用率の高いセクターで仕事を創
出したり，小規模な自作農の生産性を高めたり，世
界的バリューチェーンに連結された仕事を増加する
ための支援は，各国の状況しだいでは，高い開発成
果を発揮できる．
　開発に資する良い仕事が明らかに存在し，これら
の仕事の創出を支えるための情報が十分にあるのな
らば，標的を絞った投資環境の整備は正当化できよ
う．ただし，その際の的を絞った介入は，権益団体
からの圧力に屈することがないように設計されてい
なければならない．また，農家，都市のビジネス，
女性の零細企業家など，受益者の数が膨大であれ
ば，特定の権益団体からの圧力に屈するリスクが減
る．伝統的産業政策の場合，このリスクは非常に高
い．
　仕事をめぐり競争が起こるのか？ 従来の見解に
よると，仕事の数は限定されているわけではないの
で，ある国の仕事の政策が他国に危害を及ぼすこと
はないと言われてきた．確かに，中期的・長期的に
は，雇用総数は概ね労働人口の規模で決まる．しか
し，こうした政策は，世界貿易，投資，そして移住
者の流れを変える可能性があり，仕事の構成に影響
を及ぼしかねない．ここでの懸念は，開発に資する
良い仕事の割合がある国で減り，別の国で増えるか
もしれないことだ．生産性に最大限の効果を及ぼ
し，仕事の世界シェアの拡大を目指す政策の場合，
自国を含む世界全体の経済水準を増大させたとして
も，他国の経済水準を低下させることがありえる．
　とはいえ，仕事の創出を支えるための取組みがす
べて，近隣窮乏化政策につながるわけではない．そ
うなるかどうかは，採用する政策手段の種類と，仕
事から生まれる波及効果の性質にかかっている．こ
こで重要なのは，政策がどのような目的をもつかで
ある．強制労働や危険な児童労働の取締りを通じ
て，権利に対する遵守状況の改善を目的とする政策
であれば，世界的な公益に資することになろう．一
方，生産の外部効果を促進するような政策は，特
に，それがオープンな貿易システムを阻害したり，

伝統的な見解が正しいときはいつか？
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自国のダイナミックな比較優位とかみ合っていない
場合には，他国に悪影響を及ぼす可能性がある．
　労働者と雇用のどちらを保護するのか？ 伝統的
な見解によると，人々を保護する政策は，私的厚生
の損失を軽減すると同時に，労働力の再配分を可能
にし，創造的破壊を促進することから，望ましいも
のだと言われてきた．政府の移転支出や雇用保護法
により経済性の低い雇用を保護することは，資源の
配分を非効率的な状態のままで凍結してしまう．雇
用の保護はまた，対象者の私的利益の保護につなが
りがちである．その結果，非生産的な雇用を永続さ
せ，技術進歩を阻害し，構造の変革を妨げ，やがて
は成長に悪影響を与えかねない．
　しかし，一度に多くの仕事が失われたり，その危
険性が高まるときや，新しい仕事がほとんど生み出
されないときがある．また，生産性の波及効果が大
きい仕事もある．このような仕事が大量に失われる
と，町がゴーストタウンと化し，地域に不況が襲う
こともある．失業者の発生が局地的かつ限定的であ
り，しかも離職率も通常と変わらないような，特異
なショックに見舞われた場合には，人々の保護が優
先されるべきである．一方，システミックな危機や
経済の大規模な変化が生じたときは仕事を保護する
ことが妥当といえよう．ただし，雇用の保護政策
は，永続的な非効率性を生み出す可能性がある．こ
とに機構が脆弱な国では，保護の範囲と規模を定め
るトリガールールやいつそれをやめるかのサンセッ
ト条項を確立することが必須となる．
　労働者の再分配をいかに加速させるか？ 従来の

見解によると，生産性の低い企業や分野で働く労働
者を堅持するような労働市場の硬直性を排除する政
策が重視されてきた．だが，そうした改革は常に政
治的に実施可能とは限らない．インドでは，複雑で
煩雑な労働市場制度が経済的効率に明らかにマイナ
スの影響を与えてきたが，このような制度は実に
60 年間も手付かずのままだった．
　歪みのある規制を無効にしたり回避したりするこ
とは，コスト抑止に役立つかもしれないが，ダイナ
ミックな活動にはつながらない．インドでは，煩雑
な労働規制は無視すればいいという考えが幅広く浸
透してきた．しかし，同国の経済全般が好調である
にもかかわらず，労働集約的な生産セクターでは不
振が続いている．同じような厳格な規制上の障害が
存在する他の国々では，こうした規制の効力を和ら
げるために，工業団地，躍動する都市，あるいは世
界的バリューチェーンで創出された仕事の生産性の
波及効果を上手に利用して，効率向上に役立つ労働
力の再配分を実現してきた．スリランカでは，輸出
加工区（EPZs）の開発を通して，アパレル産業が
開花した．ブラジルでは，国内での移住者数が急増
しているが，このことは，同国による世界経済への
統合の継続と，工業団地や産業集積を優遇する開発
政策に密接に関係している．中国では，労働力は，
地域的な競争と試行錯誤のもとで，競争力のある都
市に流れる傾向がある．つまり，都市化や世界経済
への統合を通じて，仕事がもたらす生産性の波及効
果を高める戦略を重視することで，労働市場の硬直
性を克服できるのである．
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